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札幌市議会第二部予算特別委員会記録（第４号） 

令和７年（2025年）３月７日（金曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 31名（欠は欠席者） 

    委 員 長  かんの  太  一       副 委 員 長  松 井   隆  文 

    委   員  高  橋  克  朋       委   員  こんどう  和  雄 

    委   員  細  川  正  人       委   員  よこやま  峰  子 

    委   員  北  村  光一郎       委   員  小  竹  ともこ 

    委   員  伴     良  隆       委   員  川  田  ただひさ 

    委   員  藤  田  稔  人       委   員  三  神  英  彦 

    委   員  山  田  一  郎       委   員  福  士    勝 

    委   員  村  上  ゆうこ       委   員  中  村  たけし 

    委   員  あおい  ひろみ       委   員  水  上  美  華 

    委   員  森    基誉則       委   員  篠  原  すみれ 

    委   員  福  田  浩太郎       委   員  丸  山  秀  樹 

    委   員  好  井  七  海       委   員  わたなべ  泰  行 

    委   員  森  山  由美子       委   員  小  形  香  織 

  欠 委   員  池  田  由  美       委   員  長  屋  いずみ 

    委   員  佐  藤    綾       委   員  荒  井  勇  雄 

    委   員  丸  岡  守  幸     欠 委   員  山  口  かずさ 

    委   員  脇  元  繁  之 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  ただいまから、第二部予

算特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、山口委員からは欠席す

る旨、また、小須田委員からは三神英彦委員と交

代する旨、届出がございました。 

 それでは、議事に入ります。 

 第３款 保健福祉費 第１項 社会福祉費及び

第４項 生活保護費について、一括して質疑を行

います。 

●丸岡守幸委員  私からは、障がい福祉人材確

保定着サポート事業について伺います。 

 令和５年10月の決算特別委員会におきまして、

障がいのある方が地域で安心して暮らせるための

支援や、ヘルパー等のスタッフ確保について、質

問をいたしました。 

 そのときの答弁では、令和４年度から学生を対

象に、障がい福祉の仕事の魅力を発信し、新卒者

の就職拡大につながることを目指した、障がい福

祉サービス魅力発信事業に取り組んでいるという

ことでございました。 

 この事業は、札幌市近郊の福祉系専門学校等と

連携いたしまして、１年から２年生の学生を中心

に魅力発信を行い、障がい福祉に興味を持っても

らい、障がい福祉分野への就職者の増加を図るも

ので、毎年度３校で実施いたしまして、令和４年

度には33人、令和５年度は84人、令和６年度は93

人の学生が参加していたと聞いております。 

 将来を見据えた人材確保対策は、大変重要な課

題であり、このように学生を対象に魅力を発信し

ていくことは、一定の効果があると考えます。 
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 そこで最初の質問でございますが、障がい福祉

サービス魅力発信事業におきまして、学生に障が

い福祉に興味を持ってもらうために、どのような

内容を説明し、参加した学生の反応はどのような

ものだったのか。また、今後、対象を広げていく

予定はあるのかいかがか、伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  障がい福祉サービ

スの魅力発信事業、この実施内容についてお答え

をいたします。 

 この事業では就職を目指す学生に対しまして、

障がい福祉サービス事業所の仕事の内容とその魅

力、これを知ってもらうために小冊子を作成いた

しまして、福祉系の大学や専門学校に配布すると

ともに学生向けにガイダンスを実施してございま

す。 

 ガイダンスでは、支援現場で働く若手職員が業

務内容、やりがい、魅力などを分かりやすくパネ

ルディスカッション形式で学生に説明をしており

まして、参加した学生の感想といたしましては実

際に働いている人の声を生で聞けてよかった、今

後の就職活動の参考になった、障がい福祉のイ

メージが深まったなど、令和４年度の事業開始以

来、アンケートで高い満足度となっている状況で

す。 

 令和７年度におきましても３校で実施を予定し

ておりますが、未実施の学校へ働きかけを行うな

ど、より多くの学生に障がい福祉サービス事業の

魅力を発信して、関心を高めてもらえる方法を検

討し、就職に結びつくよう取組を進めてまいりた

いと考えております。 

●丸岡守幸委員  学生さんの受講後のアンケー

ト、感想、今、お聞きしましたら、大変満足度が

高くて、おおむね良好ということでございます。 

 今後、より参加者の増加、就職者数の増加につ

ながるよう、さらなる取組を進めていただきたい

と考えております。 

 次に、人材不足の解消のためには、新卒者の就

職拡大も大変重要でございますが、既に社会福祉

サービス事業で働いている人が、現場、職場に定

着できるよう、事業所へ支援することもより重要

な課題であると考えます。 

 これまで札幌市は人材定着を図るため、事業所

の管理者に対して従業員との関わり方や、組織の

マネジメント方法などを身につけてもらうための

管理者研修、そして初任者が児童の発達支援に対

して感じる不安を軽減するための初任者研修、ま

た事業所職員の賃金改善を含めた処遇向上を図る

キャリアパス制度導入支援事業の実施により、働

きやすい職場づくりや職員の処遇改善に取り組ん

でまいりました。 

 しかしながら、障がい福祉の仕事は、障がいの

ある方への身体的な介護や見守りなどの支援にあ

たり、体力的にはきつい支援を行いながら事務も

こなさなければならないなど、業務負担が大変大

きいものであります。 

 人材の定着のためには、こういったこれらの研

修などに加えて新しい技術を取り入れるなど、事

務所で働く人の業務負担の軽減にも取り組んでい

かなければならないと考えます。 

 そこで質問でございますが、障がい福祉分野の

ロボット等導入支援補助事業のこれまでの実績

と、令和７年度に開始予定の障がい福祉分野のＩ

ＣＴ導入モデル事業の実施見込みについて、いか

がか伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  ロボット等導入支

援の実績とＩＣＴ導入モデル事業、この見込みに

ついてお答えをいたします。 

 まず、ロボット等導入支援事業につきまして

は、職員の介護能力の負担軽減等を図るための機

器を導入、これを支援するものでございまして、

令和２年度に補助を開始しまして、令和６年度ま

での５年間で延べ55の事業所で機器を導入してお

ります。令和７年度は、12の事業所での導入を見

込んでいるところでございます。 

 導入の事例といたしましては、移動をサポート

するロボットの導入によりまして、これまで３人

で15分以上かかっていた入浴介助が、１人で10分

程度でできるようになったほか、センサー付ベッ
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ドの導入によりまして職員の見守り、巡回回数が

減少するなど、労働環境の改善と業務の効率化に

つながっているところであります。 

 次に、来年度から新たに導入いたしますＩＣＴ

導入モデル事業につきましては、現場で職員の負

担が大きい支援に関する記録作業、これをタブ

レット端末の導入によりましてデータ化し、職員

間で共有するための機器などの導入や、支援記録

から給付費請求事務までを一貫して行うソフトウ

エアなどの導入費用を補助いたしまして、事務の

効率化を推進するもので、301事業所での導入を

見込んでいるところであります。 

 人手不足が深刻化している中で、職員の負担軽

減を図りながら、障がいのある方が利用する障が

い福祉サービスの質を維持、向上させる環境整備

を進めるなど、引き続き、人材確保定着に資する

取組を支援してまいりたいと考えております。 

●丸岡守幸委員  労働環境の改善、職員の負担

の軽減、そういったことで、ぜひサービスの質の

向上、これをしっかり取り組んでいただきたいと

考えます。 

 昨年の第４回定例会の代表質問で、障がいのあ

る方の親亡き後の支援について私は触れました

が、これからも札幌市として、一層障がい福祉人

材確保定着サポート事業、この取組を推進してい

ただきまして、障がい福祉に関わる人材が安定的

に確保されて、軽度から重度の全ての障がいの

方々とそのご家族が、皆さん安心して住み慣れた

町で暮らせることができるように、切に要望いた

しまして、私からの質問を終わります。 

●藤田稔人委員  私からは生活保護のケース

ワーカー業務の効率化、デジタル化の推進につい

て、そしてごみ屋敷への対応について、大きく２

点質問させていただきます。 

 まず、生活保護のケースワーカー業務の効率化

とデジタル化の推進についてお伺いさせていただ

きます。 

 札幌市の生活保護の受給世帯数については、直

近の昨年11月時点で５万7,816世帯となってお

り、近年は緩やかになってはいるものの、増加傾

向が続いております。 

 また、生活保護の申請件数及び新たに生活保護

が開始となった件数を見ても、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、令和４年度に大きく増加

してからは高止まりで推移しており、これを年齢

階層別に見た場合、コロナ禍以前との比較では、

30歳未満の若年層の件数が多い傾向にあるとのこ

とであります。 

 一方で、ケースワーカーが担当する世帯数は、

社会福祉法において１人当たり80世帯が標準数と

定められておりますが、現在の札幌市において

は、１人当たり約90世帯となっており、年々標準

数との乖離が進んでいるところであります。 

 このような状況では、ケースワーカーの業務負

担が大きく、就労に向けた支援など生活保護の目

的である自立の助長を丁寧に行うことが、困難に

なっているのではないかと懸念されます。 

 我が会派では、私とそして伴委員が継続して質

問をさせていただいておりますが、昨年、第１回

定例会の予算特別委員会において、ケースワー

カー業務の効率化を一層推進すべきとの立場から

質問させていただいております。 

 その答弁の中で、現行の業務フローの見直しや

今後の業務改善に向けた提案を受けるため、民間

コンサルタントに調査を委託し、実施していると

のことでございました。 

 そこで質問ですが、この民間コンサルタントの

調査結果では、どのような課題や提案が示された

のかお伺いさせていただきます。 

●向瀬地域生活支援担当部長  民間コンサルタ

ントの調査結果についてお答えいたします。 

 現在の生活保護業務が抱える課題として、ケー

スワーカー１人当たりの担当世帯数が増加してい

る中で、制度改正や支援の多様化もございまし

て、ケースワーカーの負担が大きくなっていると

いうことのほか、紙媒体を中心とした業務フロー

や一部の事務の運用方法が全市で統一されていな

いなど、業務の効率性についても指摘されたとこ
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ろでございます。 

 そこで、紙の台帳の電子データへの置き換え

や、事務作業の全市的な標準化などによって効率

化を推進し、生活保護を受けられている方の自立

に向けた支援の充実だけではなく、働き方の変化

を通じて、職員のモチベーション向上を図るべき

であるとの報告を受けたところでございます。 

 具体的には、電子化を含みます保護台帳作成方

法の見直しや電子申請ツールの導入、タブレット

端末の多様な活用など、合計で32の施策が提案さ

れたところでございます。 

●藤田稔人委員  民間コンサルタントからは、

保護台帳の作成方法の見直しや電子申請ツールの

導入など、生活保護業務の負担軽減や市民サービ

スの向上に資する32にも及ぶ様々な施策の提案を

受けたとのことでございました。 

 本市の生活保護部門は、各区保護課のケース

ワーカーだけで約650人おり、これに課長、係長

の管理職を合わせると、最前線を支える職員だけ

で800人を優に超える庁内でも屈指の大所帯であ

ることから、生活保護部門の業務改善を実現して

いくことで、ほかの福祉業務などへの波及効果も

期待されるところであります。 

 答弁にもございました民間コンサルタントから

提案を受けた施策については、今後の具現化に向

けて庁内での検討を進めていると聞いております

が、現場で奮闘する区保護課職員の意見を十分に

聞き、それを受け止めて進めていくことで、生活

保護業務に携わる職員全体のモチベーションの向

上にもつながることが期待されると考えます。 

 そこで質問ですが、民間コンサルタントの調査

結果を受けて、業務改善の取組をどのように進め

ていくのか、お伺いさせていただきます。 

●向瀬地域生活支援担当部長  調査結果を受け

た業務改善の取組状況についてお答えいたしま

す。 

 提案のあった施策のうち、タブレット端末の導

入につきましては、今年度に中央区と南区の２区

に先行導入したところでございまして、次年度以

降に残る８区に順次拡大を予定しております。 

 このほかの施策につきましては、各区の保護課

係長職も参加いたします生活保護業務改善検討委

員会を昨年７月に立ち上げまして、ケースワー

カーの意見も吸い上げながら各施策の実現可能性

や優先度等について、検討を進めているところで

ございます。 

 また、検討会と並行いたしまして、職員アン

ケートによる意見集約も随時実施しておりまし

て、昨年８月に実施したアンケートでは、約360

名のケースワーカーから回答がございまして、デ

ジタル化やペーパーレス化によって業務負担を軽

減し、対人援助に注力したいという声が寄せられ

たところでございます。 

 今後も現場のケースワーカーの声を継続して聞

きながら、業務改善に取り組んでまいりたいと考

えております。 

●藤田稔人委員  引き続き、現場職員の声を丁

寧に吸い上げながら、よりよい業務改善の効果が

実現できるよう、進めていただきたいと思いま

す。 

 最後に、様々な業務改善施策の中でも特に重要

と考えておりますデジタル化、ペーパーレス化の

取組について、お伺いさせていただきます。 

 現在の生活保護業務は、依然として紙媒体を前

提として業務が進められており、しかも一部の事

務では先ほどの答弁のとおり、運用方法が統一さ

れていない事務もあるとのことでございました。

現場で日々奮闘しているケースワーカーには、デ

ジタルに慣れ親しんだ若い世代の職員が多く配属

されており、このような昔ながらの仕事の進め方

では、やりがいや意欲を感じにくいのではないか

と考えられ、業務のデジタル化を推進していくこ

とで、こうした仕事の進め方の見直しにも大きな

効果が期待されると考えております。 

 現在札幌市では、他の自治体に先駆けて、生活

保護の現場にタブレット端末の導入を進めている

とのことでございます。デジタル化への第一歩を

踏み出したことは評価いたしますが、職員へのア
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ンケートの結果にもあったように、生活保護業務

のさらなるデジタル化、ペーパーレス化を望む現

場の声は高まっており、市民サービスの維持・向

上の観点からも、優先順位を上げて取り組むべき

課題であると考えております。 

 そこで質問ですが、生活保護業務におけるデジ

タル化、ペーパーレス化について、今後どのよう

に取り組むお考えかをお伺いさせていただきま

す。 

●向瀬地域生活支援担当部長  生活保護業務に

おけるデジタル化、ペーパーレス化の推進につい

てお答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、業務効率化及び職員のモ

チベーション向上の観点からも、生活保護業務の

デジタル化は優先度の高い取組であると考えてお

ります。 

 そこで、今年度におきましては、これまでは紙

の文書を金融機関に郵送していた資産に関する調

査につきまして、照会方法のデジタル化を一部の

区で試験運用しているところでございます。 

 このほか、生活保護を受けられている方が定期

的に提出します収入や資産に関する申告書につい

ても、オンライン方式の導入を検討しているとこ

ろでございます。 

 今後はこうした取組を順次拡大するとともに、

令和９年度中に予定しております生活保護業務シ

ステムの標準化では、電子決裁機能が追加されま

すことから、台帳の電子化、ペーパーレス化の導

入に向けて検討を進めてまいりたいと考えており

ます。 

●藤田稔人委員  本市の生活保護の状況は、若

者世代の受給者が多くなっているほか、高齢者、

特に単身の高齢者世帯の増加が続いており、これ

らの世帯への就労に関する支援や生活の安心にも

寄り添った対応のため、対応に時間がかかり、課

題解決も難しく、今後も生活保護のケースワー

カーの業務量は増加が避けられないものと考えて

おります。 

 さらなるデジタル化の推進をはじめとした業務

の効率化や改善の実施により、現場職員の負担軽

減と生産性の向上が図られることは、支援を必要

とする生活保護受給世帯に対してより効果的で、

きめ細やかなケースワークが可能となり、ひいて

は世帯の自立の助長に直結するものと考えており

ます。 

 本市の生活保護のデジタル化による業務改善は

スタートを切った段階であり、今後はシステム標

準化も見据えながら進めていくとのことでありま

すが、市役所が取り組むべき課題が多様化、複雑

化し、人口減少によりマンパワーの不足が見込ま

れる中で、よりよい市民サービスの質を維持して

いくためにも、生活保護業務のデジタル化、ペー

パーレス化は優先度を上げて取り組んでいただき

たいと思いますので、ぜひよろしくお願いいたし

ます。 

 続きまして、ごみ屋敷への対応についてお伺い

させていただきます。 

 近年、少子高齢化や核家族化が進み、家族や地

域におけるつながりが希薄化する中、様々な福祉

課題を抱えながら制度のはざまで支援が届かず孤

立する世帯が増えており、その中には、いわゆる

ごみ屋敷で生活している方もいます。 

 ごみ屋敷は大量に積み重なったごみの崩落、火

災の発生、悪臭や害虫の発生などのおそれがあ

り、居住者本人の健康面や近隣住民の生活環境に

悪影響を及ぼす可能性があります。ごみ屋敷につ

いても、ちょうど１年前の第１回定例会予算特別

委員会において、福祉的な観点から対策に取り組

む必要性について質問し、札幌市としても複合的

な福祉課題を抱えた世帯への支援に取り組む中

で、ごみ屋敷事案についても実態把握を進めると

答弁がございました。 

 現在、北区、東区、厚別区、南区の４区でモデ

ル実施をしている支援調整課では、複合的な福祉

課題を抱えた方々への組織横断的な支援に取り組

んでおり、令和７年度から全市展開も予定されて

いるところですが、この支援調整課が対応する事

案の中には、ごみ屋敷に関するものも含まれてい
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るのではないかと思います。 

 そこで質問ですが、支援調整課の取組を通じ

て、ごみ屋敷に居住している世帯の現状をどのよ

うに把握しているのか、お伺いさせていただきま

す。 

●東館総務部長  支援調整課の取組を通じて、

ごみ屋敷事案の現状についてどのように把握して

いるのかという質問でございますが、４つのモデ

ル区に設置しています支援調査課におきまして

は、福祉制度のはざまにあって地域で孤立してい

る世帯を把握し、必要な支援につなげる取組を進

めているところであり、その中には室内がごみ等

の堆積物で埋め尽くされているなど、居住者本人

の生活環境に悪影響を及ぼすと考えられるような

事案もございます。 

 背景には健康状態の悪化や経済的困窮など様々

な福祉課題があったり、自ら声を上げることが難

しい方も多く、まずは対象者の状況に応じた緩や

かな見守りや相談対応を続けながら、世帯との信

頼関係を構築していくといった福祉的なアプロー

チが必要とされることが、個別事案の対応を通じ

て見えてきているところでございます。 

 令和７年度から支援調整課の取組を全市に広げ

る中で、地域の福祉関係者や外部の相談支援機関

などとも連携しながら、こうした事案への福祉的

なアプローチを積み重ねることで、さらなる実態

把握に努めてまいります。 

●藤田稔人委員  支援調整課の取組を通じて、

ごみ屋敷事案を含め、制度のはざまにある世帯の

把握や支援に取り組んでおり、今後さらに支援事

例を積み重ねていくということでございました。 

 福祉的な観点から対象者に寄り添い、見守りな

ど継続的な支援を通じて、ごみ屋敷解消に向けた

きっかけをつくっていくことは非常に大事なこと

ですが、対象者と信頼関係を築けたとしても、本

人の健康状態や経済的な事情によっては、自力で

の搬出が難しい方もおり、搬出するための直接的

な支援がなければ、ごみ屋敷の解消にはつながら

ないのではないかと懸念しております。 

 また、ごみを搬出してきれいにしたとしても、

自力での清掃やごみ出しが難しい方の場合は、ヘ

ルパーの導入など、福祉サービスが継続されない

と、再びごみ屋敷状態に戻ってしまうケースも多

いと伺っております。 

 このため、搬出支援と再発防止策を組み合わせ

て、ごみ屋敷の解消を目指すことが重要であり、

廃棄物関係を所管する環境局と福祉を所管する保

健福祉局の連携が求められております。本日は環

境局の清掃事業担当部長にも本来であればお越し

いただきたかったところではございますが、ちょ

うど、今、この裏で環境局の質疑ということでご

ざいますので、お呼びすることはできませんでし

たけれども、事前に環境局とは、このごみ屋敷対

策の現状や考え方について意見交換をしたところ

でございます。 

 昨年、厚生委員会でごみ屋敷対策に関する条例

を制定している神戸市を視察してまいりました。 

 神戸市では、ごみ屋敷対策に関する条例を制定

し、環境部局と福祉部局が連携して、搬出支援も

含めた対策に取り組んでおりました。 

 また、大阪市や横浜市など神戸市と同様に条例

に基づき、ごみ屋敷対策に取り組んでいる政令市

はほかにもあり、本市においても実効性のある支

援策を検討する必要があると考えております。 

 そこで質問ですが、ごみ屋敷の解消につながる

具体的な支援についてどのようにお考えか、お伺

いさせていただきます。 

●東館総務部長  ごみ屋敷の解消につながる具

体的な支援策についてのご質問でございますが、

今後はごみ屋敷事案に直面する機会が増えること

が予想され、委員もご指摘のとおり、福祉的な支

援だけでは解消が難しいケースもあると認識して

ございます。 

 昨年、総務省が公表しましたごみ屋敷対策に関

する調査報告書におきましては、居住者の多くは

健康面や経済面の課題を抱えているが、それに対

応するような国の制度や支援策がないため、市町

村が苦慮していること、関連する部局の連携に
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よって解消率が向上すること、また、福祉的支援

の継続によって再発の防止に効果が見られること

などが示されており、これらを踏まえて、本市に

おきましても環境局と保健福祉局で協議を開始し

たところでございます。 

 現在、政令市の取組状況の調査を進めておりま

すが、委員もご指摘のように、神戸市などごみ屋

敷対策のための条例を制定して取り組んでいる都

市もございます。 

 一方で、さいたま市では条例化によることな

く、具体的な排出支援と福祉的支援を組み合わせ

た事業を令和６年度から新たに開始したと聞いて

おります。 

 こうした各政令市の取組につきまして、より詳

細に調査を進めますとともに、支援調整課が関わ

る市内のごみ屋敷事例も踏まえながら、本市の実

態に即した実効性のある支援策を検討してまいり

たいと考えております。 

●藤田稔人委員  ごみ屋敷対策につきまして

は、本市内の実態を把握し、解消につながる具体

的な支援策が講じられることが第一でございます

ので、ぜひ本腰を入れて、さらに引き続き検討を

進めていただきたいと考えております。 

 また、神戸市を視察した際、条例化することで

所管課がないという、いわゆるたらい回しの状況

が解消され、また、ごみ屋敷対策について庁内合

意が取れたことで、自分の業務として受け止め、

取り組みやすくなったということを担当の職員が

お話されていらっしゃいました。 

 本市においては、新年度から10区展開される支

援調整課が中心となって対応し、決してたらい回

しになったり、解決できないからと問題を見て見

ぬふりをするようなことが決してないように、取

り組んでいただきたいと考えております。 

 この件につきましては、条例化することで特段

の不都合はないように感じておりますので、ぜ

ひ、このごみ屋敷対策をさらに推進するという観

点から、条例化も視野に入れて、さらにご検討い

ただきたいと考えておりますので、ご対応よろし

くお願いいたします。 

●篠原すみれ委員  私からは大きく２項目、精

神疾患や発達障がいを抱える子どもへの支援と、

物価高騰に伴う重度障がい者日常生活用具等の対

応について質問いたします。 

 まず、大きな１項目め、精神疾患や発達障がい

を抱える子どもへの支援に関し、児童精神科専用

病床の稼働状況についてです。 

 児童精神科の医師は全国的にも少なく、児童精

神にかかる15歳以下の入院患者を受け入れたこと

のある医療機関も少ないことに加えて、すぐに入

院先が見つからないという現状があります。 

 それらを踏まえて、2024年の決算特別委員会に

おいて、昨年10月に北大病院に児童精神科の専用

病床を設置することとなった経緯や目的について

質問しました。それに対し、児童精神科医療を必

要とする児童は増え続けており、安心して入院で

きる環境整備のため、設置したとのご答弁でし

た。 

 本市では、そのほかにも市立札幌病院にも３床

の児童専用病床を設置しており、それらも含め精

神疾患や発達障がいを抱える子どもたちを支える

体制を、適切に運営していくべきと考えます。 

 そこで質問ですが、北大病院の児童精神科専用

病床の現在の稼働状況について伺います。併せ

て、市立札幌病院に設置されている３床の現状に

ついてもお伺いします。 

●成澤障がい保健福祉部長  北大病院と市立札

幌病院に設置している児童精神科の専用病床の稼

働状況についてお答えをいたします。 

 まず、北大病院の専用病床６床の稼働状況につ

きましては、昨年10月に開設をしまして、現在ま

でほぼ満床状態。また、この専用病床などを臨床

の場といたしまして診療経験を積むなど、児童精

神科専門医の養成も継続して行っているところで

ございます。 

 次に市立札幌病院の専用病床３床、こちらにつ

きましては、設置後適宜児童を受け入れてきたの

ですが、コロナ対応による体制の変更、あと状況
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の変化等がございまして、今後も関係部局ととも

に稼働について検討を進めていく予定になってお

ります。 

●篠原すみれ委員  北大病院や市立札幌病院な

どのそれぞれの状況について理解いたしました。 

 本市は児童精神科専門医の養成に2014年から取

り組んでいますので、今後も引き続き専門的な医

療を必要としている児童に届く環境整備を行って

いただくことを求めて、次の質問に移ります。 

 次に、児童相談所の一時保護児童への対応につ

いてです。同じく昨年の決算特別委員会におい

て、児童相談所に一時保護中の児童で激しい自傷

や他害行為が続く場合に、児童精神に関する入院

先が見つからない状況があるため、それに対する

本市の考えについてただしました。 

 それに対し、本市は北大病院をはじめとした関

係機関と連携して体制等を改善していくとのご答

弁がありました。 

 そこで質問ですが、児童相談所に一時保護中の

児童で入院先が見つからない場合の対応等につい

て、現在の状況を伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  児童相談所の一時

保護児童への対応についてお答えをいたします。

昨年10月に設置しました北大病院の専用病床、こ

の開設を機に当部と北大病院、児童相談所の三者

で協議を重ねまして児童を受け入れることとし

て、今年に入りまして１名の受入れを行ったとこ

ろでございます。今後も継続して受け入れる予定

でございます。 

●篠原すみれ委員  入院先が見つからない子ど

もたちへの支援については、保健福祉局の障がい

保健福祉部と北大病院と、児童相談所の三者で協

議を重ねて対応しているとのご答弁でした。 

 適切な医療を必要とする児童が最善の治療を受

けられるための橋渡しが不可欠であるため、今後

も着実に取組を進めていただくように求めて、次

の質問に移ります。 

 次は、医師や医療機関に関する今後の対応につ

いてです。2022年１月に本市の障がい保健福祉部

が行った児童精神に関係する医療機関向けの調査

では、市内33か所の医療機関から回答があり、そ

のうち、入院を受け入れたことのある医療機関は

６施設とのことでした。この数字が多いのか少な

いかの判断は難しいものの、児童精神分野の実情

として医療機関とのつながりに課題があることは

明らかで、児童精神科の外来診療においても受診

までの待機期間が長いことは全国的に課題となっ

ており、メディアでも取り上げられております。 

 このような課題への対策の一つとしては、本市

では、さっぽろ子どもの心の診療ネットワーク事

業が実施されております。この事業は、児童精神

科医療を中心とした関係機関のネットワークを構

築、運用し、心の悩みを抱える子どもや発達障が

いのある子どもへの支援体制の向上を目指してい

ます。そして、このさっぽろ子どもの心の診療

ネットワーク事業のさっぽろ子どものこころのコ

ンシェルジュ事業では、受診先を探すため、複数

の病院に電話をかけることのないよう、保護者な

どからの相談に応じ、医療機関等を紹介する取組

を行っています。 

 これらの取組を通じて、精神疾患や発達障がい

を抱える子どもを診療できる医師や医療機関が不

足しているという課題を解決するため、関係機関

との連携を深めていくべきと考えます。 

 そこで質問ですが、こうした課題に対応するた

め、本市では今後どのような取組を行っていこう

と考えているのか伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  児童精神科の医師

不足や医療機関との連携に関する今後の取組につ

いてお答えをいたします。 

 受診までの待機期間が長いことへの対応といた

しましては、精神科医師を増やすために2014年

度、平成26年度になりますが、この当時から北大

病院と連携をしまして、継続的に医師の養成を

行っているところでございます。しかし、医師の

養成には数年かかりまして、また発達障がいや児

童精神に関する受診のニーズは年々高まっていま

すことから、全国的にも医師の数が足りていない
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状況が続いております。 

 このような状況を踏まえまして、受診までの待

機期間中、保護者の方が不安になるのを軽減する

ために、かかりつけの小児科医におきまして、発

達障がいについての正しい情報提供や対応のアド

バイスが受けられるよう、市内の小児科と連携・

協力をした取組を進めていくところでございま

す。 

 具体的にはこの一環としまして、今月13日に本

市の子ども発達支援総合センター所長が市内の小

児科医向けに子どもの発達に関する研修会を開催

する予定でございまして、現在50人ほどの参加を

見込んでいるところでございます。 

 今後も児童精神科と小児科との連携強化に取

組、子どもの発達支援を強化して参りたいと考え

ております。 

●篠原すみれ委員  近年、子どもの心の問題が

大きな社会問題となっておりますが、子どもの

ちょっとした言動や不安が小児科や専門的な児童

精神科医の受診にしっかりとつながっているかと

いうと、なかなかそうではない現実があります。 

 また、児童精神に関する支援の必要性は、児童

相談所や保護者からのアプローチからとは限りま

せん。例えば、乳幼児健診や小児科での受診、学

校現場において、関わった大人が課題をしっかり

キャッチして、適切なタイミングで専門的な診療

につなげるネットワークの構築が求められると考

えます。その取組こそが、こころのコンシェル

ジュ事業や子どもの心の診療ネットワーク事業で

す。 

 精神疾患や発達障がいを抱える子どもへの支援

には、これらの本市の事業が必要な位置づけにな

ると考えます。加えて、適切な診療や治療を必要

としている児童を支援することは、児童本人だけ

ではなく、保護者支援にもつながります。 

 児童精神分野における課題は、家庭環境とも密

接に関わっております。保護者の支援が必要で

あったり、また子どもの様子から自分自身の子育

て方が間違っているのではないかという不安や、

また愛情不足じゃないかなというふうに悩んで苦

しんでいる方もいらっしゃるからです。 

 引き続き、精神疾患や発達障がいの悩みを抱え

る子どもや保護者などの支援を行う取組を着実に

進めていただくように求めて、次の大きな質問に

移ります。 

 次に大きな２項目め、物価高騰に伴う重度障が

い者日常生活用具等の対応について質問いたしま

す。 

 まずは、重度障がい者日常生活用具及び紙オム

ツの価格上昇を踏まえた対応についてです。 

 近年、物価高騰が続いており、障がいのある

方々の生活にも大きな影響を与えています。本市

では、札幌市重度障がい者、障がい児等の日常生

活用具給付事業を実施しておりますが、日常生活

用具の価格が事業で定めた給付の上限額を超えた

場合、その超えた部分は自己負担になってしまう

という仕組みです。そのため、昨年の決算特別委

員会において、我が会派より物価高騰に伴う日常

生活用具の価格上昇についてどのように対応して

いく考えなのかという質疑を行ったところ、上限

額の見直しについて検討してまいりたいとのご答

弁でした。 

 また、本市の紙オムツを支給する事業について

の同様の質疑に対しましては、紙オムツ事業は、

上限月額を超えた部分の自己負担を認めておら

ず、平均利用月額が約5,000円にとどまり、上限

月額6,500円まで使い切れない方が多くいるた

め、仕組みの変更を念頭に置きながら検討を進め

ていきたいとのご答弁でした。 

 現在も物価は上昇しており、重度の障がいのあ

る方々にとって欠かせない日常生活用具、そして

紙オムツにおける価格上昇への対応は急務と考え

ます。 

 そこで質問ですが、日常生活用具及び紙オムツ

の価格上昇について、どのように対応していくの

かお伺いします。 

●成澤障がい保健福祉部長  重度の障がいのあ

る方の日常生活用具、そして紙オムツの価格上昇
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を踏まえた対応についてお答えをいたします。 

 まず、日常生活用具につきましては、市場価格

を調査しまして、その結果に基づきまして、来年

度、44品目中20品目の上限を引き上げる予定でご

ざいます。４品目は市場価格に合わせて引き下げ

を行いまして、残り20品目は据え置く予定として

ございます。 

 次に、紙オムツ事業につきましては、受託事業

者と協議を重ねまして、上限月額を超える部分の

自己負担を認めて、上限月額6,500円を使い切れ

る仕組みに改定をする予定でございます。今後も

利用者の声や主要価格の動向に注視しまして、事

業を実施してまいりたいと考えております。 

●篠原すみれ委員  日常生活用具について市場

価格を調査した上で、約半数の品目の上限額を引

き上げること、そして紙オムツ事業については、

障がいのある方々が利用しやすい仕組みへ改定さ

れたとのことでした。 

 当事者の目線に立ち、そして実態に合わせたこ

の見直し・改定は、多くの当事者の皆様にとって

大きな取組と思います。 

 次は、ストーマ用装具の上限額改定についてで

す。 

 ストーマとは、直腸がんや大腸がん、事故など

で消化管や膀胱などが十分な機能を果たすことが

できなくなった場合に、手術によって造設される

人工肛門や人工膀胱のことです。そして、そこか

ら排出される排せつ物や分泌物を溜める専用の装

具のことを、ストーマ用装具といいます。 

 ストーマを造設した方をオストメイトと呼びま

すが、オストメイトの方々にとって、ストーマ用

装具は定期的に交換が必要となる消耗品であり、

生きていくために欠かせない必需品です。 

 しかしながら、ストーマ用装具を使用している

関係団体や利用者からは直接、これらも価格が上

昇しているとお聞きしております。 

 ストーマ用装具は消耗品であるため、その価格

が上限額を上回った場合、毎月自己負担額が発生

してしまい、オストメイトの方々の経済的負担は

大きなものとなってしまいます。 

 そこで質問ですが、ストーマ用装具の上限額改

定についてどのように考えているのか、お伺いし

ます。 

●成澤障がい保健福祉部長  ストーマ用装具の

上限額の改定について、お答えをいたします。ス

トーマ用装具は、日常生活用具に位置づけられて

おりまして、他の用具と同じく市場価格調査に着

手したところ、障がい状況等によって装具の数が

異なること。これに加えまして、皮膚保護剤や消

臭剤等の付属品の数が多い、種類も多いというこ

とで、より詳細な調査が必要と判断をいたしまし

て、現在も取引業者に対し調査を継続中でありま

す。 

 今後、業者への調査結果や障がい者団体からの

要望内容も踏まえつつ、他の政令市の動向も注視

しながら、ストーマ用装具の上限額改定について

検討していきたいと考えております。 

●篠原すみれ委員  昨年の決算特別委員会での

審議の後、ストーマ用装具の市場価格や取扱業者

への調査を実施しているとのご答弁で、前向きに

捉えました。障がい者当事者にとって、生活する

上で必要なものを確実に確保できることは、極め

て重要です。引き続き、市場価格や当事者の方々

への調査をしっかり進めながら、給付を受ける方

にとって、利便性の高い支援制度にしていただく

ことを求めます。 

 最後に要望です。かねてより申し述べているこ

とでありますが、物価高騰は各種サービスの事業

所運営にも影響をもたらしております。例えば、

障がいのある方々に訪問入浴サービスを提供して

いる事業者は、物価高騰による燃料費等の増大に

より、職員の賃金アップができず、担い手不足に

拍車がかかっているという実情もあります。 

 様々なサービスを持続可能なものにしていくた

めには、安心・安全なサービス提供が求められる

事業者の声にも耳を傾けることが必要です。障が

いのある方々が安心してサービスを受けられる環

境づくりのためにも、報酬体系の改定を検討して



 

- 85 - 

いただくなどの取組を改めてお願いしまして、私

からの全ての質問を終わります。 

●森山由美子委員  私からは、インクルーシブ

遊具等を活用した障がい理解の促進について、要

配慮者の個別避難計画の推進についての２項目に

ついて、質問をいたします。 

 まず初めに、インクルーシブ遊具等を活用した

障がい理解の促進について、農試公園の遊具広場

における障がいのある子どもの利用状況と、障が

い保健福祉部の取組についてお伺いいたします。 

 我が会派では、令和５年４月に供用を開始され

た農試公園の誰もが遊べる遊具広場について、市

議会において継続的に取り上げてまいりました。 

 この遊具広場には、小さい子どもや障がいのあ

るなしにかかわらず、遊びに参加できる配慮が施

されており、オープン以降、たくさんの子どもた

ちでにぎわっており、市の調査では保護者の９割

が満足と答えております。 

 そのような状況の中、昨年の建設局、みどりの

推進部の予算特別委員会では、混雑により障がい

のある子どもが十分に利用できていない課題があ

るため、比較的空いている時間帯などを利用者等

に案内し、障がいのある子どもにより広く利用し

ていただけるよう、取り組む旨の答弁をいただい

たところでありました。 

 農試公園のみんなのガリバー広場の入り口看板

には、体を動かすのが難しい子がいます。相手の

気持ちを考えるのが苦手な子がいます。介助の方

や保護者の方のために、大人も登れますと明示さ

れ、ここはあらゆる子どもが出会い、一緒に遊べ

るみんなの遊び場です。子どもも大人も楽しい遊

びの時間を共有することで、多様性を自然に受入

れ、人と人とのつながりが生まれる場となること

を目指していますと書かれております。 

 遊具広場はただつくって終わりではなく、様々

な障がいのある子ども、障がいのない子どもが人

と人とのつながりを持ちながら、自然に楽しく、

安全に交流できるようにすることが最も大事なこ

とであると考えております。そのためには、整備

の担当部局だけではなく、障がい福祉の担当部局

も連携したソフト面の取組が重要と考え、これま

での議会でも何度も取り上げてきたところであり

ます。 

 昨年の決算特別委員会での我が会派のわたなべ

委員の建設局の質問の答弁においても、南区の藻

南公園の再整備においてインクルーシブ遊具の設

置が決定したところでもあり、今後も大事な課題

と捉えております。 

 そこで質問ですが、農試公園の遊具広場におけ

る障がいのある子どもの直近の利用状況は、どの

ようなものであるのか。また、障がいのある子ど

もが遊具広場をより利用しやすくなるよう、障が

い保健福祉部としてどのような取組を行っている

のか伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  農試公園の遊具広

場における障がいのある子どもの利用状況等につ

いて、お答えをいたします。 

 まず、利用状況につきましては、これまで混雑

により利用できないとの声が寄せられていました

が、公園周辺の障がい児利用施設へ数か所聞き取

りを行いまして、建設局が行った比較的空いてい

る時間帯の案内、これによりまして、以前よりは

一定程度利用ができているということを確認して

おります。 

 また、利用した感想としましては、様々な障が

い特性に配慮した遊具などによりまして、子ども

が安心・安全に楽しく遊ぶことができて、利用が

しやすいという声が寄せられたところでございま

す。 

 次に、当部における取組といたしましては、ま

ずは子どもの頃から障がいに対する理解を深めて

いくことが重要であると考えることから、親子を

対象としました研修や、副読本の配布、学校への

出前講座など、心のバリアフリーの意識醸成に注

力をしているところではありますが、遊具広場の

利用促進につながる取組が必要と考えているとこ

ろであります。 

●森山由美子委員  様々な障がい特性の子ども
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たちが安全に楽しく遊べているとのことで、誰も

が遊べる遊具広場として、一定の役割を果たして

いるということが分かりました。 

 札幌市では市民の障がい理解を進めるため、心

のバリアフリーの普及啓発をはじめ、様々な取組

を行っていることは承知をしておりますが、一方

で、障がいのある子どもとない子どもが自然に触

れ合い、交流をする中で障がい理解を深めていく

ような具体的な取組は、まだまだ少ないと感じて

おります。 

 我が会派として視察したインクルーシブ公園の

先行事例の一つである東京都の砧公園では、障が

いのあるなしにかかわらず、子どもたちが生き生

きと遊ぶ姿などを収めたミニ写真展を開催した

り、子どもたちが一緒にひまわりの種をまき、咲

いた姿を楽しめるようにするなど、ソフト面の

様々な試みを行ったとのことでございました。 

 その結果、最初は遠慮していた障がいのある親

子連れも来るようになり、子ども同士で自然に遊

具を譲り合い、大人が加入することが全くなく、

子どもたちの楽しく交流する場面が多く見られる

ようになったと伺いました。 

 そこで質問ですが、誰もが遊べる遊具広場を一

つのきっかけとして、障がいのある子どもとない

子どもがもっと交流の機会を持ち、障がい理解を

深められるようなソフト面の取組が必要であると

考えますが、今後どのような取組を行うのか伺い

ます。 

●成澤障がい保健福祉部長  障がい理解を深め

るためのソフト面の今後の取組について、お答え

をいたします。 

 農試公園の遊具広場におきましては、みどりの

推進部と連携をしまして、公園の建物内に心のバ

リアフリーの啓発コーナーを設けまして、利用者

の障がい理解の促進、この取組を行っていく予定

でございます。 

 また、障がいのある子どもとない子どもが触れ

合い、一緒に遊ぶ中で、障がいに対する理解を深

め、様々な気づきや必要な配慮を促す取組とし

て、初めて親子向けのワークショップを今月22日

にエルプラザで開催する予定でございます。 

 この取組の中で得られました障がいのある子、

ない子の子どもの交流における成果や課題、これ

につきまして関係部局とも共有をしまして、公園

の利用や障がいのある方が参加できる場がより広

がるように、取組を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

●森山由美子委員  最後に要望でございます。

東京の砧公園もオープン後、誰もが楽しめ、遊べ

るために進化をし続けているとのことです。園内

で子どもたちが遊ぶことで気がつく配慮や工夫す

るべき点を見つけるために、モニタリングも重ね

て実施をし、そのモニタリングデータ、声を遊具

設置の改善につなげたり、子どもたちの本音を

リーフレットにまとめたりなど、誰もが心地よく

遊べるように配慮や工夫をしているとのことでご

ざいました。 

 農試公園の遊具整備以降、苫小牧市、石狩市、

北斗市などに整備され、旭川市の旭山動物園にも

議会質問を通し、導入が検討されております。 

 北海道にインクルーシブ遊具が波及する中で、

初めての遊具を取り入れた今後も、札幌市として

ソフト面の充実を図っていくことは大変大事なこ

とと思っております。建設局と今後も連携をしな

がら、ぜひとも継続した取組を進めていただくこ

とを求めまして、この質問を終わります。 

 次に、要配慮者の個別避難計画の推進に関して

質問をいたします。 

 近年の大規模災害において、高齢者や障がいの

ある方といった要配慮者が、避難場所や避難すべ

きタイミングが分からなかったことで逃げ遅れ、

高い割合で犠牲となる事例が見られたことから、

令和３年５月に災害対策基本法が改正され、市町

村は避難行動要支援者のうち、同意が得られた方

について、個別避難計画を作成するよう努めるこ

ととされました。 

 また、国の避難行動要支援者の避難行動支援に

関する取組指針において、優先度が高いと市町村
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が判断した方については、地域の実情を踏まえな

がら、おおむね５年程度で計画の作成に取り組む

ことと示されたところです。 

 このことを受けて、札幌市においては、令和５

年度に計画作成の試行実施を行ったほか、計画の

作成に当たり、重要な役割を担うケアマネジャー

などの福祉専門職を対象としたアンケート調査を

実施し、課題抽出を行ったところであります。 

 さらに、令和６年度においては、把握した課題

への対応案を検証しながら、モデル事業を実施し

ているところであり、令和７年度以降からの本格

的な事業実施を目指しているとのことでありま

す。 

 この個別避難計画作成の推進に関しては、我が

会派として喫緊の課題と捉え、質問を重ねてきた

ところであり、令和６年第３回定例市議会の決算

特別委員会においても、実効性のある計画作成に

は協力が欠かせない福祉専門職への支援の充実強

化などを求めたところであります。 

 そこで質問ですが、令和６年度のモデル事業の

実施状況と、これまで把握された課題について伺

います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  個別避難計画の

モデル事業の実施状況と把握された課題につい

て、お答えいたします。 

 本年度のモデル事業は、清田区全域のほか、豊

平区、南区、西区の一部地域を対象としまして、

これらの地域内に居住いたします避難行動要支援

者名簿に掲載されている方の中から、災害危険度

と身体状況により対象者を抽出したところでござ

います。 

 作成にあたりましては、対象となる方を日頃か

ら担当している福祉専門職の方に協力を依頼しま

して、手引書の配布やオンライン研修会を開催す

るなどの支援を行いながら、現在作成を進めてい

るところでございます。 

 モデル事業で作成された計画につきましては、

対象者一人一人の身体状況を踏まえた避難の実効

性が高い内容となっておりまして、福祉専門職の

方の協力を得ることが重要であるということを改

めて認識したところでございます。 

 その一方、課題につきましては、福祉専門職が

在籍する事業所については、小規模の事業所も多

く、本来業務の多忙さから協力を得ることが難し

い場合もあるため、協力が得られやすくなるよう

な作成支援をさらに検討し、実施していくことが

必要というふうに認識しているところでございま

す。 

●森山由美子委員  モデル事業を実施して課題

抽出を行うことは、今後の本格実施に向けた整理

や今後の事業の進め方を検討する上で、重要なプ

ロセスであるということが理解できました。 

 また、モデル事業においては、通常業務が多忙

な状況にある福祉専門職の協力をできるだけ得ら

れるよう、課題やニーズを踏まえた支援の充実に

努めているとのことでございました。 

 福祉専門職に対しては、計画作成への協力によ

り、新たな負担を求めることになることから、今

後も協力することの意義などの丁寧な説明と必要

な支援に取り組んでいただくことを求めます。 

 さて、質問の冒頭で述べたように、個別避難計

画については、優先度が高いと市町村が判断した

方について、地域の実情を踏まえながら、令和３

年５月の法改正から、おおむね５年程度で計画の

作成に取り組むことが、国の取組指針で示されて

おり、その５年目がまさに次年度の令和７年度で

あり、札幌市としても本格的な事業実施を予定し

ております。 

 札幌市の避難行動要支援者名簿に掲載されてい

る方が令和６年１月１日時点で11万8,943人と多

数に及ぶ中、できるだけ速やかに計画の作成を進

め、要支援者の安全性の確保のためには、まずは

災害発生時のリスクが特に高い方から作成に取り

組むことが肝要であり、そのためには優先度を適

切に設定することが極めて重要と考えます。 

 そこで質問でありますが、計画作成の優先度の

設定について、どのような条件設定を考えている

のか。その場合、作成の対象者数はおおよそ何人
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になるのか伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  計画作成の優先

度の設定と、作成の対象者数のおおよその人数に

ついてお答えいたします。 

 札幌市の避難行動要支援者名簿に掲載されてい

る方が多数に及ぶことから、国の例示や他都市の

状況を踏まえた優先度の条件を設定し、優先度の

高い方から作成に取り組む予定でございます。 

 優先度の条件設定におきましては、避難行動要

支援者名簿に掲載されている方の身体状況や、個

別避難計画の作成が特に有効とされます風水害の

災害危険度を考慮することが、重要と認識してお

ります。 

 具体的には、身体状況が要介護３以上、または

障がい支援区分４以上の方か、18歳以下の障がい

のある方に該当しまして、かつ、災害危険度につ

きましては、洪水時に想定されます浸水深が3.0

メートル以上の区域、または河岸侵食、氾濫流の

おそれのある区域、または土砂災害等起因区域に

居住される方を条件にしたいと考えております。 

 この条件におきましては、令和６年１月１日時

点の避難行動要支援者名簿では約1,800名の方が

対象者として抽出されますが、この中には施設入

所中の方や長期入院中の方などが含まれまして、

これらの方々が対象外となりますので、令和７年

度に実際に計画を作成される方はこれより少なく

なると見込んでいるところでございます。 

●森山由美子委員  計画作成の優先度につい

て、個別避難計画の作成が特に有効とされる災害

リスクや対象者の状態等を考慮し、国の例示や他

都市の状況も踏まえた検討がなされているという

ことでございました。 

 計画作成の優先度が高いと判断した方から取り

組むとのことでございますが、災害はいつ起こる

か分からないことから、できるだけ速やかに作成

を推進できる体制が必要であると考えます。 

 また、先ほどから繰り返し述べているように、

ケアマネジャーなどの福祉専門職の協力を得るた

めの支援も適切に行っていく必要があると考えま

すが、ご自身で福祉サービスの利用調整を行うな

ど、そもそも担当の福祉専門職がついていない対

象者についても、計画作成を支援する必要があ

り、これらを推進するための体制構築が必要と考

えます。 

 そこで質問ですが、令和７年度の本格実施に向

けて、どのような事業推進体制を考えているの

か、また今後のスケジュールについて伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  令和７年度の本

格実施に向けた事業推進体制と今後のスケジュー

ルについて、お答えいたします。 

 計画の作成を速やかに進めていくためには、福

祉専門職の方の協力をより多く得られるよう、き

め細やかなサポート体制を整える必要があると認

識をしてございます。 

 また、担当する福祉専門職がついていらっしゃ

らない対象となる方も一定数見込まれますので、

介護や福祉の専門的知識に基づき、計画作成を直

接支援することも必要と考えております。 

 このため、事業の推進に当たりましては、介護

や福祉の専門的指標を持つ人材を有し、個別避難

計画の作成に関する業務を総合的に推進できる体

制の構築が必要であり、他都市の取組状況等も参

考にしながら、外部人材の活用も含めて、現在検

討を進めているところでございます。 

 次に、今後のスケジュールでございますが、対

象となる方の抽出作業や関係団体への周知等、本

格実施に向けた準備を進めた上で、令和７年８月

頃から福祉専門職の方への協力依頼や説明会を順

次開催いたしまして、その後、対象となる方への

同意確認、計画作成へと進めたいというふうに考

えているところでございます。 

●森山由美子委員  令和７年８月頃から計画作

成へと進むということでございました。 

 個別避難計画の推進について、札幌市は令和５

年度に行った試行実施、令和６年度のモデル事業

と検証を進め、７年度で本格的な事業実施に至っ

たこれまでの取組は評価をいたします。 

 そして、これまでモデル事業や検証を含めたこ
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の数年で、介護現場における災害対策を進める上

での現実的な課題、災害対応力の充実強化を含め

た介護職員のスキルアップの必要性など、市とし

ても肌で感じていただいたものと思います。 

 ついては、全区展開を進めるに当たって、各事

業所の状況をしっかり把握し、実効性のある事業

所ごとの個別避難計画を作成していく必要があ

り、常に状況変化もあることから、更新をしてい

くことが今後大変重要になると考えております。 

 また、課題と対応策を整理するとともに上位計

画との整合性を図り、介護事業所との連携を強め

ながら、災害に遭っても誰１人取り残さない命を

守る本事業を、力強く進めてもらうことを強く求

めまして、私の質問を終わります。 

●佐藤 綾委員  私からは生活保護に関連し

て、物価高騰の影響とケースワーカーの増員の二

つについて質問いたします。 

 生活保護の申請数は全国的に増加傾向が続き、

本市でも生活保護の利用者は、コロナ禍の2021年

度のときよりも、今年度は既に先ほど藤田委員よ

りありましたけれども、５万8,000世帯を超えて

３年で約３％増えており、続く物価高騰も要因の

一つと言われております。 

 物価高騰対策として、非課税世帯への３万円、

子どものいる場合は１人当たり２万円の給付金が

開始されておりますが、寒冷地である北海道で

は、灯油代など光熱費の高騰によって消費してし

まい、ほかの地域とは大きな差があります。 

 そこで、生活保護利用者への物価高騰の影響に

関わり、お聞きをいたします。消費者物価指数を

見ますと、2014年の2.7％の急上昇後、ほぼ0.3％

から0.8％の上昇で推移し、2019年は特に水光熱

費が前年より2.3％上昇しました。 

 2020年以降はコロナ禍や世界情勢などの影響、

また円安を招いた政策から長期の物価高騰が続い

てきました。しかし、生活保護基準は2013年から

の最大10％の減額に続き、2015年は住宅扶助と冬

季加算を引き下げ、2018年からさらに生活扶助費

の最大5％もの減額と、母子加算、児童養育加算

引き下げが行われてきております。 

 2022年度、物価高騰への対応として、国は１人

当たり1,000円を特例加算とし、2022年度までの

支給額を下回らない程度と措置したものの、物価

高騰には、はるか及ばない対応でしかなく、来年

度は加算に500円上乗せするとのことですが、こ

れではお米を買うときの昨年との差額でさえ足り

ず、現在のキャベツ１個の値段より低い微々たる

額で、2013年以前の基準にも全く追いつかないま

まです。 

 そこでお聞きいたしますが、さらなる物価高騰

が続く中、生活保護費が下げられ、据え置かれた

ままでありますが、生活保護利用者の暮らしに及

ぼす影響についての認識をお伺いいたします。 

 また、灯油の購入などでまとまったお金が出て

いくために、食費から回さざるを得なく、食料品

も高騰しており、食べるのにもこと欠くという事

態にも至る場合がありますが、そのような相談が

ある場合、どのように対応されているのか伺いま

す。 

●向瀬地域生活支援担当部長  物価高騰の生活

保護を受給されている方への影響と相談時の対応

について、お答えいたします。 

 生活保護を受給されている方につきましては、

国が基準を定めます最低生活費の範囲内で、生活

需要を賄うのが基本的な考え方となってございま

す。 

 一方、長引く物価高や光熱費の高騰は、とりわ

け生活保護を受給されている方の生活には、なお

大きな影響が続いているものと認識しておりま

す。そのため、札幌市では、北海道市長会を通じ

まして、生活保護基準の見直しを適宜行うよう、

国に対して要望しているところでございます。 

 また、家計管理が困難であるとの相談がケース

ワーカーに寄せられた場合につきましては、担当

のケースワーカーが生活状況等を丁寧に聞き取っ

た上で、計画的なやりくり等の必要な助言をさせ

ていただいているところでございます。 

●佐藤 綾委員  市長会でも要望していただい
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ているということですけれども、家計のやりくり

も、今、物価高騰で本当に大変になっておりまし

て、やりくりがし切れないという状況でございま

す。 

 全国で困窮する方への食糧支援、炊き出しなど

が民間の団体などで行われており、求める方が右

肩上がりで上がっているということなのですが、

東京池袋で毎回500人から600人が来る炊き出し会

場での昨年の調査によると、48％の方が生活保護

利用者だったということです。 

 以前は困窮した人を、生活保護などの制度につ

ないで貧困からの脱出を手助けする活動が中心で

したけれども、今は制度につながっていても貧困

状態が固定化されている人を支援せざるを得ない

状況になっていると、支援団体のつくろい東京

ファンドの稲葉代表理事が話されておりました。 

 そうした中、２月５日に生活保護利用者が食料

支援事業のフードバンクを利用した場合、島根県

出雲市と鳥取県鳥取市が収入と認定し、生活保護

費を減らしていることが、山陰中央新報で報道さ

れました。出雲市は事前にフードバンクを利用し

ないように、指導までしているとのことです。 

 一方、厚生労働省はフードバンク利用での保護

費減額は、原則しないとの考えです。 

 何らかの事情によって、困窮している生活保護

利用者にとって、支援に頼らざるを得ないことも

あるかと思いますし、減額はすべきではないと私

は思っております。 

 そこでお聞きいたしますが、札幌市では生活保

護利用者がやむを得ずフードバンク等で食料支援

を受けることについて、どう対応されているのか

伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  生活保護を受け

られている方がフードバンク等で食料支援を受け

た場合の対応について、お答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、生活保護を受給されてい

る方に対して、フードバンクから提供される食料

につきましては、その取組の趣旨に鑑みまして、

原則収入として認定しないことができる取扱いと

なってございます。 

 また、過度にフードバンク等を利用するなど、

家計管理が困難な世帯につきましては、適切に家

計の管理を行うよう、必要な助言や指導を行わせ

ていただいているところでございます。 

 生活保護を受給されている方がフードバンクを

利用した場合の取扱いにつきましては、各区保護

課に対しまして、会議等を通じて改めて周知徹底

を図り、引き続き、適切に対応してまいりたいと

考えております。 

●佐藤 綾委員  本市でも、この物価高騰の中

では、制度につながっていても支援が必要な人が

増えているのではないかと思いますが、札幌市で

行われている民間での食料支援、フードバンク等

の支援のうち、生活保護利用者を対象としないと

いう内容のところもあるとお聞きをすることがあ

ります。 

 私の事務所にも物が高くて生活が苦しいという

相談が増えており、生活保護を利用していても物

価高騰で灯油が買えない、食べるものが十分では

ないなどで、体調の悪化や疾病にもつながる事態

となります。フードバンク等の支援を行っている

団体には、理解を得られるようにしていただきた

いと思っております。 

 また、ケースワークの中で事情をよく聞き、制

度や支援につなぐことも必要だと思っておりま

す。場合によっては、冬季加算の前倒しでの支給

や応急援護資金などもありますので、柔軟な対応

をするよう、お願いをいたします。 

 次に、冬場の物価高騰に当たり、冬季加算につ

いてお聞きをいたします。生活保護費の冬季加算

は10月から４月までですが、2015年以降の基準

は、単身者で２万8,000円余りも下がり、４人世

帯では５万円も減額となる中、電気、ガス料金も

当時より３割も上がっています。 

 また、灯油価格は、北海道消費者協会によりま

すと、2015年２月に平均77円50銭でしたが、今年

２月の配達価格では、１リットル131円台という

高さです。昨年、一定議会、予算特別委員会で冬
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季加算の特別基準について質問いたしました。冬

季加算の特別基準の要件として、重度障がい者加

算がされている世帯、また要介護３から５の方が

いる世帯、０歳児がいる世帯などとなります。 

 特別基準の要件から外れる場合でも、外出が著

しく困難で、常時在宅せざるを得ない状況にある

などにより要件を満たす可能性があり、医師の診

断と、あるいは診断がなくても外出が困難と判断

できる場合、本人からの申請により、また申請に

よらずとも、実施機関で認定することができると

いう対応を伺いました。 

 ケースワークの中で生活実態を把握し、必要と

判断された世帯に対しては、申請手続を経ること

なく認定している。訪問活動等を通じ、生活実態

の変化などの把握に努め、必要な世帯に対しては

認定するよう、徹底してまいりたいとのご答弁で

した。 

 しかし、昨年度と今年度の冬季加算特別基準の

世帯数を見ると、今年10月時点で1,265世帯と７

件しか増えていません。これでは、全体の保護世

帯数の増加割合より少なく、本来受けられる要件

にあっても、認定されずにいる方が少なくないの

ではないかと懸念をしております。しかも、この

光熱費高騰の中ですから、特別基準になる可能性

について、日常のケースワーカーがいち早く気づ

くことが一層必要です。 

 また一方で、生活保護世帯には通知されておら

ず、要件に当てはまる状況があるとしても特別基

準があるということさえ、ほぼ皆さんが知らない

ことから、保護課としても周知することが必要で

はないかと考えます。 

 そこでお聞きいたします。冬季加算特別基準に

認定される要件を満たしている方の実態をしっか

り把握し、ケースワークの中でも今後さらに重視

する必要があると思いますが、いかがか伺いま

す。 

●向瀬地域生活支援担当部長  冬季加算の特別

基準への対応について、お答えいたします。 

 冬季加算の特別基準は、傷病、障がい等により

外出が著しく困難であり、常時在宅せざるを得な

い方や、１歳未満の乳児が世帯にいらっしゃって

通常の冬季加算額では賄い切れない場合に、認定

ができるという取扱いになってございます。 

 例えば、要介護３以上で日常生活において、常

時在宅での介護を必要とされる場合や、医師の診

断書等により要件を満たした場合については、対

象となり得るところでございます。 

 また、要件を満たさなかった世帯であっても、

要介護度が上がる等の世帯の状況の変化によって

は、新たに要件を満たす場合もございます。 

 こういったこともあることから、今後も家庭訪

問等を通じまして、世帯の生活実態を的確に把握

をいたしまして、適正な認定につなげてまいりた

いと考えております。 

●佐藤 綾委員  保護課のほうでは、一層の丁

寧な対応をお願いしたいと思っております。 

 そして、根本的にこの減額された基準では生活

が追い詰められる一方です。北海道市長会でも要

望されていると、先ほどもお聞きしましたけれど

も、生活保護基準額や冬季加算の増額を国に、本

市としても強く要望していただきたいと申し上げ

ます。 

 最後に、ケースワーカーの増員について伺いま

す。社会福祉法では、ケースワーカー１人当たり

の担当する世帯数の標準数が１人当たり80世帯と

されておりますが、昨年の予算特別委員会で今年

度は９人の増員により、平均88.8世帯となる見込

みだとお聞きをいたしました。 

 ケースワーカーの担当世帯数と標準数に大きな

差があり、ケースワーカーの指導、相談に当たる

査察指導員スーパーバイザーも不足している点も

指摘させていただいたところです。 

 来年度2025年度は、保護課では10人の増員によ

り、定数が652となる予定と伺っております。 

 そこでお聞きいたしますが、来年度の増員で１

人当たりの担当数はどのように改善されるのか伺

います。 

 また、ケースワーカーの指導を行うスーパーバ
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イザーの配置についても、あわせて伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  ケースワーカー

の増員による担当世帯数の改善等について、お答

えいたします。 

 近年生活保護の受給世帯数は増加傾向にござい

まして、直近の令和６年11月末時点の受給世帯数

と、現在のケースワーカー定数でございます646

名で算出をいたしますと、ケースワーカー１名当

たりの担当世帯数については、89.5世帯となるも

のでございます。 

 令和７年度につきましては、全市で６名のケー

スワーカーを増員いたしまして、定数は652名と

なることから、ケースワーカー１名あたりの担当

世帯数につきましては88.7世帯ということで、

0.8世帯分ではございますが改善される見込みと

なっております。 

 また、ＳＶ、査察指導員につきましては、ケー

スワーカー７名につきまして１名を配置している

ところでございまして、令和７年については全市

で２名増員することから、定数は98名となる見込

みとなってございます。 

●佐藤 綾委員  ほぼ今年度と来年度の見込み

の平均担当数が変わらないということなので、昨

年から増えた世帯数分の増員のみということでは

ないかというふうに思います。 

 生活保護の申請は増加傾向が続いて、20代でも

今年度７月では15％とお聞きをしました。 

 要因として、有効求人倍率が昨年12月でも0.89

程度と低い水位であることも影響しているのでは

ないか、今後も続くのではないかと推察されま

す。 

 就労指導を一つとっても、ケースワークの中で

は寄り添った指導支援が重要になりますし、利用

世帯の半分を占める高齢者世帯でも、様々な配慮

が必要ですが、ケースワーカーの年齢が若く、経

験が３年未満の職員が７割近い、大変多い状況で

す。様々な制度に精通することが必要であり、介

護や障がいや医療の制度、１人親での制度、また

世帯に進学する子どもがいる場合など、あらゆる

ことに対応しなければならず、またそれが自立の

支援ともなるものです。そして、利用者の自立に

つながることが職員のやりがいにもなると思いま

す。 

 先ほど質問いたしました冬季加算のこともそう

ですが、できるだけ制度を活用し自立の助けにな

るように支援ができるよう、信頼関係の構築にも

訪問して状況を聞くことや、制度や施策などに精

通していることも、重要な要素となると思ってお

ります。 

 昨年、予算特別委員会の質疑の中で、コロナ禍

では訪問できず、相談、支援が不十分だったとい

うことから、訪問調査活動を全市の重点事業に位

置づけ、被保護者との信頼関係の構築に取り組ん

でいるということが分かりましたけれども、担当

世帯数が多いと時間が取れず、支援者に寄り添う

十分なサポートができないなど、悩むこともある

のではないかと心配でもあります。 

 そこで質問いたしますが、フォロー体制や体制

づくりの強化にも取り組んでいることは昨年の予

特でお聞きをしていますが、その中でケースワー

カーの成長と、フォロー体制上での課題など、捉

えていることをお聞きをいたします。 

●向瀬地域生活支援担当部長  ケースワーカー

の成長とフォロー体制に関する現状の課題につい

て、お答えいたします。 

 生活保護を受給される世帯が抱える課題が複雑

化、多様化する中で、適切な支援を行うためには

関係部局等との連携を強化するとともに、人材育

成によりケースワーカーの専門性を高める必要が

あると認識をしているところでございます。 

 そこで事例を用いた実践的な研修や、児童虐待

をはじめとします様々な福祉的課題への理解を深

める研修を実施し、関係部局等との協働による支

援の重要性を学ぶとともに、対人援助力の向上に

も取り組んでいるところでございます。 

 また、ケースワーカーを適切にフォローするた

め、必要に応じてＳＶ、査察指導員等が同行、同

席するなどの体制はとられておりますが、組織と



 

- 93 - 

してしっかり支えるためには、課長職等のマネジ

メント力の強化にも継続して取り組む必要がある

と認識しているところでございます。 

●佐藤 綾委員  年々変わる生活保護法や各種

の制度など常に勉強し続ける必要がありますが、

その時間が取れないという状況にもなることが推

察されます。 

 生活保護世帯数の増加に伴う増員であります

が、現状で不足しているということを鑑みて、標

準数に近づくよう、増やしていくことが必要だと

考えます。 

 先ほどのフォロー体制と、また研修なども熱心

に行っているということも分かりましたが、保護

課は新卒で初めての職場となる職員も多く、そう

した中で後にほかの部署に配置されたときにも、

活きるあらゆる制度を学ぶ場所ともなります。 

 来年度も生活保護申請数が増加すると予測がさ

れます。十分な指導ができる体制のためにも、

スーパーバイザーの配置も併せて必要な増員をさ

れることを求め、私の質問を終わります。 

●三神英彦委員  私から、入院者訪問支援事業

について伺います。入院者訪問支援事業というの

は、精神科病院の入院患者さんに対して支援員が

面会交流を行うという事業ですね。 

 ストレスという言葉が、本当にもう世の中当た

り前になって、ある日突然、上司から大きな訳の

分からない仕事が下りてくるだったりだとか、お

まえは選挙が弱いから猫でも電柱でも頭下げろと

言われ続けるだとか、いろんなストレスがそれぞ

れの人たちにあるんだと思うのですが、それが

個々で何とかなっているうちというのはいいので

すが、それが本当に耐え切れなくなって、いろん

な別の症状が起きてくるという話になると、それ

は精神科系の病院だとかクリニックだとか、それ

から場合によっては、カウンセリングを受けると

いうことになります。 

 そういった状況というのが全国的にも増えてい

るのですが、本当にびっくりしたのが本市におけ

る精神科病院数37か所、それから病床数7,000床

というのが、これが政令指定都市中最多となって

いるのですね。札幌が一番多いということです

ね。 

 それで去年もこのやり取りをさせていただい

て、質問をさせていただいたのですが、そこで利

用されている方というのが実際に入院している間

に、どんなことになっているのかというのが、一

番最初に気になったことなのですよね。 

 昨年、予算委員会の質問に対する答弁として

は、この入院者訪問支援事業というのを新たに実

施していきますという答弁をいただいて、早速昨

年６月からこの事業を開始、病院職員が患者の意

向を確認した上で日程調整を行い、入院患者の話

したいことだとか、入院中の生活に関する相談を

聞くために、支援員が訪問して面会交流を行って

いるということをお伺いしました。 

 早速一つ目の質問ですが、本市における入院者

訪問支援事業では、入院患者のうち、どのような

方々を対象としているのか。 

 また、他都市と比較して、どの程度の実績なの

か、今年度の実施状況についてまずお伺いしま

す。 

●成澤障がい保健福祉部長  入院者訪問支援事

業の今年度の実施状況について、お答えをいたし

ます。 

 本市ではご家族がいない方やご家族がいても交

流がない方、こういった方で札幌市長が同意した

医療保護入院者を対象としておりまして、現時点

で約170名ほどいらっしゃる状況となっておりま

す。 

 この事業につきましては、昨年12月時点で12の

都県でやっておりまして、加えて６政令市で実施

をしている状況で、札幌市は45人の入院患者に対

しまして52回の面会交流を行っておりまして、こ

の数は全国の中でも高い実績となっております。 

 また、この面会交流回数のほかにも、本市の取

組につきましては、病院との連携を図っているこ

と、あるいは面会後の入院患者へのアンケートを

実施していることなど、他都市に比べまして様々
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な先進的な取組を行っているという評価をいただ

きまして、厚生労働省から依頼を受けまして、こ

の事業を担当する係長と担当者が他の自治体の研

修に呼ばれまして、札幌市における実施概要を紹

介していると、このような状況で事業を進めてい

るところでございます。 

●三神英彦委員  ありがとうございます。精神

科系の病院で入院される方というのが、どうなの

かなというふうに考えると、やはりその症状が特

定の場合にならないと出ないだったりだとか、ど

ういう形で症状が起こるのかすらよく分からない

だとか、ほかの病気とも違う難しさはあるのかな

ということが、結果的には長期化につながった

り、あと場合によっては、その症状によっては、

対人コミュニケーションが難しくなる方だとかと

いうのもいらっしゃってということが、考えられ

るのだと思います。 

 今、お話があったように、この方々の孤立感、

孤独感だとかというのを解消するということにな

ると、それは何か接触率を増やしたほうがいいん

じゃないかな。単純に回数だったりだとか接触、

実際に伺ったときの時間ですとか、そういうのを

増やすのがいいんじゃないかなというふうに考え

ます。 

 質問ですが、本市で入院者訪問支援事業を次年

度以降どのように展開させていくつもりなのか、

お伺いします。 

●成澤障がい保健福祉部長  次年度以降の展開

について、お答えをいたします。 

 面会後の入院患者さん、あるいは病院の職員の

方を対象としましたアンケートの実施、これに加

えまして、外部有識者を交えた会議で事業内容の

検証を行いまして、今後の事業展開について協議

を行ってきたところであります。 

 その中で、入院患者さんからは、この入院者訪

問支援事業によりまして気持ちが明るくなったと

いう声や、退院に関するご質問、あるいは継続的

にやはり利用希望があるという声が寄せられてお

りまして、また病院の職員の方からは入院患者の

孤立、孤独感が解消される効果があると。 

 あと、対象の拡大を求める声がございまして、

あと病院内の権利擁護意識、これがさらなる向上

につながっているのではないかというような意見

があったところであります。 

 こうした状況を踏まえまして、継続した面会交

流回数を増やしていくこと。それに加えまして、

先ほど委員のほうからもご指摘がありましたとお

り、札幌市におきましては病院数、入院患者数が

ともに多い状況でございますので、現在は市長が

同意した医療保護入院者を対象としております

が、それ以外にも、例えば、入院が長期化してい

る方を対象とするなど、対象者については、さら

に検討を進めてまいりたいと考えております。 

●三神英彦委員  どうもありがとうございま

す。当たり前ですが、保健福祉全局でいろんな事

業をやられている中で、この事例というのもうま

くほかと比較検討をしながら、このまま増加傾向

で続けていただけたらと思います。 

 多分、作家の筒井康隆さんだと思うのですが、

どこかで書いていたのが本当の天才は刑務所か精

神病院にいるということをおっしゃっていたんで

すよね。この事業の対象になる方というのが、必

ずしもハンディのある方というわけではなくて、

ひょっとしたら、その中に天才だって混ざってい

るかもしれませんので、引き続き、この事業の継

続をよろしくお願いいたします。 

●かんの太一委員長  ここでおよそ20分間、委

員会を休憩いたします。なお、再開時刻は15時と

いたします。 

    ―――――――――――――― 

      休 憩 午後２時35分 

      再 開 午後３時 

    ―――――――――――――― 

●かんの太一委員長  委員会を再開いたしま

す。休憩前に引き続き、質疑を行います。 

●森 基誉則委員  私からは大きく２点、支援

調整課の全市展開について、及び要配慮者に対す

る個別避難計画の作成について伺います。 
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 まず、新設区の支援調整課職員に向けた取組に

ついてです。 

 今議会の代表質問で、我が会派から区役所にお

ける支援調整課の全市展開についての質問に対

し、市長から全市展開に当たっては、まずはモデ

ル区の経験やノウハウを各区にしっかりと還元す

るとの答弁がありました。４月からの全市展開に

向けて様々な準備を進めていると思いますが、新

たな組織を円滑に機能させるためには、新設区の

支援調整課にモデル区の実際の動きや、経験を

しっかりと還元することが必要です。 

 そのように、各区の支援調整課の取組を円滑に

機能させることが、様々な福祉的な課題を抱える

市民生活の安心にもつながっていくものと考えま

す。 

 そこで最初の質問です。市長の言うモデル区の

経験やノウハウを新設区の支援調整課職員に還元

するために、どのような準備を進めているのかを

伺います。 

●東館総務部長  支援調整課の全市展開に向

け、新たに設置される区の支援調整課職員に対

し、モデル区のノウハウ等をどのように還元して

いくのかとのご質問でございますが、新設区にお

いて円滑に業務がスタートできますように、この

たび業務マニュアルを作成したところでございま

す。 

 このマニュアルには、基本となる業務手順を網

羅しましたほか、特にモデル区の経験やノウハウ

が求められる事柄としまして、例えば、新設区が

取組を開始するのに当たって、各課が把握してい

る支援対象となり得るような世帯の情報をどのよ

うに集約するとよいか。また、制度のはざまで明

確な所管課がないような事案に対して、支援調整

課がどのように関わるべきかといったことにつき

ましても、しっかりと盛り込んでおります。 

 さらに、モデル区で作成した部内研修や会議用

の資料、これまでの取扱い事例なども参考資料と

して共有しまして、新年度に入りましたらこれら

の資料や業務マニュアルを用いて、支援調整課に

配置された職員への研修も実施する予定でござい

ます。 

●森 基誉則委員  マニュアルができたという

のは非常に心強いと思います。実際何も分からな

いところから始めるよりも、こういったマニュア

ルができるということと、あとは困ったときにマ

ニュアルに戻れるということがありますので、ぜ

ひとも、このマニュアルを基にしっかりと進めて

いっていただきたいと思います。 

 では続いて、新設区の保健福祉部職員への周知

と関係性の構築について伺います。 

 支援調整課の取組を進めるためには、区保健福

祉部の各課が把握したケースを、まずは支援調整

課につなげてもらう必要があります。そのために

も、新設区の保健福祉部職員に広く支援調整課の

取組を理解してもらうことが重要となります。 

 しかし、保健福祉部には多くの職員が在籍して

おり、同じ区役所内の建物内とは言いましても、

事務室等のワークスペースが離れている場合は、

連携が取りづらいこともあろうかと思います。そ

うなると、担当課と支援調整課との風通しのよい

関係をどのように構築していくのかが課題になっ

てくると思います。 

 そこで次の質問です。新設区の保健福祉部職員

への周知や良好な関係性の構築に、どのように取

り組んでいくのか伺います。 

●東館総務部長  新設区の支援調整課におきま

す保健福祉部職員への取組の周知、それから職員

間の関係づくりについてお答えいたします。 

 支援調整課の取組を効果的に進めていく上で、

区役所の各課には、担当するサービスの手続だけ

ではなく、相談者がほかにも困り事を抱えていな

いか丁寧に聞き取り、気になる、心配を感じると

いったケースに関しては、ためらわず支援調整課

につなぐ姿勢が求められます。 

 また、支援調整課は各課の職員が相談しやすい

雰囲気、関係づくりに努め、幅広く相談を受け止

めるということが必要となると考えてございま

す。 
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 今回作成した業務マニュアルには、こうした点

について明確に盛り込み、区の関係課長会議で改

めて周知しましたほか、新年度実施します支援調

整課職員への研修や各区が開催する保健福祉部職

員向けの研修などを通じて、関係職員へ共有、浸

透を図ってまいります。 

 加えまして、モデル区では、支援調整課の取組

への理解促進や円滑な連携体制づくりに向けて、

職員アンケートの実施ですとか職員向けのメール

マガジンによる情報発信などの様々な工夫が講じ

られておりまして、新設される区に対してもこう

したモデル区の事例も参考とした積極的な取組を

促してまいりたい、そのように考えてございま

す。 

●森 基誉則委員  新設区の保健福祉部職員へ

の周知の取組については、理解いたしました。 

 一方で、関係づくりに関しては、今の答弁で円

滑な連携体制づくりという答弁がありましたが、

その際、肝になってくるのは情報の共有ではない

かと思います。 

 そこで最後は、全市展開後の支援調整課職員間

の情報共有についてお聞きします。さきの代表質

問で、今後は新たな支援事例等についても情報共

有や意見交換を行いながら、支援の質の向上を

図ってまいるという答弁もあったところです。 

 今後、各区の支援調整課では、複合化、複雑化

した事案に対応していくわけですから、心理的な

負担も大きいと考えられます。だからこそ、ます

ます各区の支援調整課職員相互の連携が、重要度

を増していくと考えられます。各区の困難事例の

対応のみならず、部内連携の好事例や、効果的な

取組内容等も含めて、情報の共有を密に行うべき

と考えます。 

 そこで、この項目最後の質問ですが、全市展開

後の支援調整課職員相互の情報共有はどのように

行っていくのか伺います。 

●東館総務部長  全市展開後に10区の支援調整

課職員相互の情報共有、これをどう進めていくの

かとのご質問でございますが、支援調整課長を兼

務する各区の保健福祉課長の会議において、適宜

必要な情報共有を図っていくことはもとより、現

場で支援調整課の実務を担う各区の支援調整係長

等をメンバーとした定例会議や、グループチャッ

トなどを活用した情報交換の場なども設定する予

定でございます。 

 各区の支援調整課には、保健師、福祉コース、

行政コース等の様々な職種の職員の配置が想定さ

れますことから、それぞれの業務経験や知見など

も生かしながら、困難事例に直面したときには相

談や助言をしあったり、他区の参考となるような

支援事例や業務上の課題の共有、意見交換が活発

に行われるようにしていきたいと考えておりま

す。 

 こうした各区間の情報共有や連携が円滑に進む

よう、本庁保健福祉局では支援調整課の取組を総

括する立場から必要な調整や取りまとめを担い、

10区をしっかりとサポートし、本庁と区の緊密な

連携のもと、複合的な福祉課題を抱える世帯に対

する支援を充実させてまいりたい、そのように考

えてございます。 

●森 基誉則委員  気軽に参加できそうなグ

ループチャットの活動等、非常に有効だと思いま

す。 

 私が皆さんに言うのもちょっと釈迦説法かもし

れませんが、支援を必要とする方は十人十色で

す。今後多岐に及ぶ困難事例が発生することは、

容易に想像できます。 

 その対応として、区内はもちろん、区をまたぐ

ような情報共有が有効策となることも出てくると

思います。支援調整課については先ほどお伝えし

たとおり、今代表質問でも我が会派から質問をさ

せていただきました。さらに去年の決算特別委員

会においても、私から質問をさせていただきまし

た。 

 この施策は支援調整課が中心となり、組織横断

的なチームプレーで、支援を必要とする市民や世

帯を見落とさずに、様々な困難を抱えた市民の生

活を福祉の面で支えるためのものです。 
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 しかし、それだけではないとも私は考えていま

す。職員個人個人の負担軽減、これは単純に業務

量のみならず、精神的な負担、そういったことの

軽減も図るという、実績の一石二鳥を狙うもので

あると思っています。二兎追う者は一兎をも得ず

ということにならないように期待して、次の質問

に移ります。 

 続いては、要配慮者に対する個別避難計画の作

成に関してです。 

 近年我が国では、気候変動による災害が頻発

化、激甚化しています。道内も例にもれず、洪水

や土砂災害の危険性はないとは言えない状況で

す。さらに、国内各地の大規模災害において、障

がい者や高齢者といった自ら避難することが難し

い要配慮者の方々が、適切な避難行動を取れずに

逃げ遅れ、高い割合で犠牲となってしまう痛まし

いケースが多く報告されており、いかに要配慮者

の犠牲を防ぐかが全国的に大きな課題となってい

ます。 

 このような状況を踏まえ、2021年に災害対策基

本法が改正され、災害時の避難に特に支援が必要

な避難行動要支援者について、個別避難計画を作

成することが市町村長の努力義務とされました。 

 ここまでは、先ほど森山委員がおっしゃってい

たのですが、その際の答弁に、現在札幌市におい

ては行政が主体となり、ケアマネジャー等の福祉

専門職等と連携を図りながら、個別避難計画の作

成もモデル的に実施しているところであり、この

モデル事業の検証を経て、次年度からの本格的な

事業実施を予定しているとのことでした。 

 この個別避難計画の作成については、災害対策

基本法において、市町村長は地域防災計画の定め

るところにより、避難行動要支援者に対して個別

避難計画を作成するよう努めなければならないと

されています。個別避難計画の作成を推進するこ

とは、市民一人一人が災害時のことを考え、避難

場所の確認や日頃の備えなど、自主的な防災に向

けた取組を促していくものです。 

 本市においても、その方向性や取組内容につい

て、地域防災計画にしっかりと定めることは極め

て重要と考えます。 

 そこで質問です。札幌市の地域防災計画におい

て、個別避難計画の作成をどのように定め、推進

していくのか伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  個別避難計画の

作成を地域防災計画にどのように定め推進してい

くかについて、お答えをいたします。 

 委員ご指摘のとおり、個別避難計画の作成につ

きましては、災害対策基本法において地域防災計

画の中で定めることとされておりまして、定める

事項につきましても国の取組指針で示されている

ところでございます。このため、今年度末に修正

を予定しております地域防災計画の中に、個別避

難計画を優先的に作成する対象者の範囲、作成期

間の目標及び作成の進め方などを定めるため、現

在危機管理局と調整を進めているところでござい

ます。 

 個別避難計画作成の方向性や内容について、地

域防災計画にも明確に位置づけることで、着実に

推進してまいります。 

●森 基誉則委員  局内のみならず、危機管理

局との調整も確かに必要になってくると思いま

す。 

 では、その個別避難計画作成の進め方について

なのですが、もう少し具体的にお聞きします。個

別避難計画の取組において、忘れてはならない重

要ポイントの一つは、計画を作成すること自体が

目的ではないということです。 

 どこに避難するのか、避難時にどのような配慮

が必要なのか、誰が支援するのかといった個別避

難計画の項目を埋めることばかりに注力するので

はなく、福祉専門職の方々の協力を得ながら、自

分自身の避難計画を自らの手でつくることを通じ

て、防災への関心や自身の課題を意識する機会を

持つことが大切なポイントです。 

 そこで質問です。個別避難計画を作成すること

自体が目的とならないよう、対象者本人や家族の

防災意識を高めるため、どのように作成を進めて
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いくのかを伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  防災意識を高め

ていくため個別避難計画の作成をどのように進め

ていくのかというご質問について、お答えいたし

ます。 

 個別避難計画は、災害に備えて自分自身のため

に作成するものであるということをしっかりと意

識をしていただくため、札幌市では「わたしの避

難準備シート」という名称を用いて、作成を推進

するところでございます。 

 このシートについては、作成すること自体に主

眼を置いておらず、作成を通じて対象者にご自身

の現状をまず知っていただき、災害時の避難のイ

メージを持っていただけるような様式とする予定

でございます。 

 また、作成を通じて明らかになった課題につき

ましては、解決に向けた取組を促していくという

ことで、対象者ご本人やその家族の防災意識を高

めてまいりたいと考えております。 

●森 基誉則委員  わたしの避難準備シート、

やはりこれは、イメージを広げるという非常に大

切なことだと思います。 

 計画作成の過程において、対象者自身や家族が

今の自分たちでできないことが分かることを通し

て日頃の取組につなげてもらう、この一連の作業

が、自身の防災計画を高めるためにも重要になっ

てくると思いますので、ぜひともしっかりと進め

ていってください。 

 では、最後の質問になります。作成した個別避

難計画の見直しについて、伺います。 

 この個別避難計画は、一度作成したらそれで終

了というものではないと考えています。やはり定

期的に見直す必要があるものです。なぜならば、

状況は不変ではなく、時間の経過により対象者の

身体状況や家庭環境などの変化も起こり得るから

です。せっかく作成した計画であっても、発災時

と計画策定時、それぞれの状況に大きな差異が生

じてしまうと、余計な混乱をも招きかねません。

対象者自身の現状に合った避難行動が取れるよ

う、適時適切な計画内容の見直しが必要不可欠で

あると考えます。 

 そこで最後の質問です。対象者の状況の変化に

合わせて、どのように個別避難計画を見直してい

くことになるのかを伺います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  個別避難計画の

見直しについてお答えいたします。 

 計画作成の優先対象となる方につきましては、

要介護度や障がいの程度が比較的重度の方々とい

うことでございます。心身の状況は変化すること

が想定されるため、計画の見直しは欠かせないも

のと考えております。 

 また、サービス利用計画やケアプランの更新な

どに合わせまして計画を見直すことで、対象者ご

自身が防災への意識を継続して持つことや、避難

の実効性の確保につながるという効果も期待され

ます。 

 令和７年度につきましては、新たに個別支援計

画を作成することを優先いたしますが、その後の

更新の手法についてもしっかりと検討を進めてま

いりたいと考えております。 

●森 基誉則委員  防災の意識、本当に私も大

事だと思います。災害は忘れた頃にやってくると

いいます。では、忘れなければやってこないのか

というと、当然そんなことはないわけでして、人

的被害を少しでも軽減するために、定期的に多様

な災害を想定してもらうことは意味のあることだ

と考えています。 

 今回の個別避難計画は、自助が難しい方とその

家族や周りの方々に防災の意識を高めてもらうと

同時に、発災時には落ち着いて行動してもらうた

めのものでもあります。この取組が、いざという

ときの命綱になり得るものであると強く意識して

進めていただきたいと要望し、全ての質問を終わ

ります。 

●好井七海委員  私からは、障がいのある方な

どへの情報提供における新たな技術の活用につい

てと、冬期移動に関する実態調査結果について、

大きく２項目質問いたします。 
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 初めに障がいのある方などへの情報提供におけ

る新たな技術の活用についての、文字情報を音声

化する技術の活用に関する進捗状況について、お

伺いいたします。 

 障がいのある方などへの情報提供の充実につい

ては、令和６年第３回定例市議会の決算特別委員

会にて、文字情報を２次元コードに変換し、ス

マートフォンなどで読み上げるＵｎｉ－Ｖｏｉｃ

ｅを一例として我が会派から質問し、札幌市が率

先して情報面におけるバリアの除去を進めていき

たいとのご答弁をいただいたところであります。 

 国におきましては、全国的に地震や風水害など

の自然災害が頻発している状況を踏まえ、洪水や

土砂災害などある地点で想定される災害リスク情

報をまとめて調べることができる、重ねるハザー

ドマップを提供しております。 

 このハザードマップについては、近年災害リス

ク情報を文字情報として自動表示する機能を追加

し、スマートフォンの音声読み上げ機能などを利

用することで、視覚障がいのある方などでも災害

リスク情報を音声で確認できるよう、改善したと

伺っております。 

 こうした国の動向を好機と捉えて、札幌市とし

ても、視覚障がいのある方などが日常生活などの

様々な場面で情報を取得しやすくなるよう、環境

を整備していくことは非常に重要であると考えま

す。 

 そこで質問ですが、文字情報を音声化する技術

の活用について、現在どのように対応されている

のか進捗状況をお伺いいたします。 

●成澤障がい保健福祉部長  文字情報を音声化

する技術の活用、この進捗状況についてお答えを

いたします。 

 障がいのある方などが日常生活の様々な場面で

必要な情報を取得するために、進展する情報技術

を活用できる環境、これを整備していくことは重

要だと認識しているところでございます。 

 重ねるハザードマップにつきましては、追加さ

れました新機能によりまして、視覚障がいのある

方々が様々な災害リスク情報を取得しやすくなっ

たことから、障がい者団体の協力を得まして、会

員に対しまして、Ｕｎｉ－Ｖｏｉｃｅを用いて周

知を図り、ハザードマップの活用を促していると

ころでございます。 

 このほか、本年５月に改正戸籍法の施行により

まして、札幌市内に本籍のある方に対しまして、

戸籍に記載予定の振り仮名を確認する通知書、こ

れを約120万通送付することを見込んでおりまし

て、デジタル戦略推進局と連携をしまして、この

通知書においてもＵｎｉ－Ｖｏｉｃｅの活用を予

定しているところであります。 

 今後も障がいのある方などの情報取得が容易に

なるように当事者の方々の声に耳を傾け、引き続

きＵｎｉ－Ｖｏｉｃｅの活用を庁内に働きかける

など、市として率先した取組を進めてまいりたい

と考えております。 

●好井七海委員  文字情報を音声化する技術の

活用について、着実に取り組まれていることが分

かりました。 

 また、戸籍法の改正を契機として送付文書にＵ

ｎｉ－Ｖｏｉｃｅを導入することは、新たな技術

を広く市民に知っていただくまたとない機会だと

思いますので、様々な技術があるかもしれません

が、障がい者団体などに使い勝手などを聞いて進

めていただくと求めておきます。 

 ２点目は、リアルタイム字幕ディスプレーの導

入効果と今後の設置について質問いたします。 

 昨年の決算特別委員会におきまして、私から福

祉窓口における聴覚障がいのある方との円滑なコ

ミュニケーションを図る方策について質問したと

ころ、窓口職員が話した内容を文字化して透明

ディスプレーに表示する機器であるリアルタイム

字幕ディスプレーの導入を考えているとのご答弁

がありました。 

 昨年11月20日から、中央区、北区、東区及び白

石区の福祉相談窓口へ試行的に導入しております

が、期間は今年の３月末までであり、その後の設

置の可否については、利用者の声などを踏まえ、
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その効果を検証するとのことでありました。 

 リアルタイム字幕ディスプレーは、手話や筆談

を用いずに聴覚障がいのある方へ円滑に情報を伝

えることが可能であり、福祉窓口に導入する効果

は大きいと考えられるため、来年度も引き続き区

役所の設置を継続すべきであり、今後可能であれ

ば、全ての区役所に導入すべきと考えます。 

 そこで質問ですが、リアルタイム字幕ディスプ

レーを導入した効果と今後の設置についてどのよ

うに考えているのか、お伺いいたします。 

●成澤障がい保健福祉部長  リアルタイム字幕

ディスプレーの導入効果と今後の設置について、

お答えをいたします。 

 試行的に導入している区役所の職員にヒアリン

グを実施しまして、窓口での対応時間が短縮した

という声や外国人対応も円滑にできた、伝えるべ

き内容を要約せずにそのまま伝えることができた

などの声がありまして、導入による一定の効果が

あったと判断しているところであります。 

 また、利用した市民にもアンケート調査を行い

まして、ほぼ全員が設置したほうがよいという回

答をいただいておりまして、加えてスムーズに手

続が進められてよかったという声も頂戴しており

ます。窓口のサービス向上につながったと、認識

しているところであります。 

 こうしたことを踏まえまして、４区役所での継

続と残り６区の設置については、検討を進めてま

いりたいと考えております。 

●好井七海委員  リアルタイム字幕ディスプ

レーの導入は、様々な困難を抱える方々への助け

になっており、区役所としても業務効率の向上に

役立っていることが分かりましたので、何とか障

がいのある方などがあらゆる分野の活動に参加す

るためには、情報の十分な取得利用、円滑な意思

疎通は極めて重要だと考えます。 

 障がいのある方などが情報を取得しやすい環境

を実現するため、こうした新たな技術の恩恵を享

受できる取組を継続して進めていただくことを要

望しまして、次の質問に移ります。 

 次に、障がい者冬期移動円滑化推進事業につい

て、３点質問させていただきます。 

 １点目は、冬期移動に関する実態調査結果につ

いてです。 

 車椅子の利用者及び視覚障がいのある方にとっ

て冬期間の移動が大きな課題であり、共生社会を

実現するためには、この課題を可能な限り解決し

ていく必要があると考えております。 

 昨年度の予算特別委員会におきまして、車椅子

を利用する方々などを対象とした調査の内容とス

ケジュールについて、私から質問しました。 

 この質問に対し、冬期移動にかかる生活実態や

ニーズ把握を目的とした内容とした実態調査であ

り、同年の夏頃までに実施するとの答弁がありま

した。 

 札幌市ではこの実態調査の結果を踏まえ、障が

い者冬期移動円滑化推進事業の内容を構築する考

えだと思いますので、調査結果の分析は非常に重

要となります。 

 そこで質問ですが、実態調査結果の概要につい

てお伺いいたします。 

●成澤障がい保健福祉部長  障がいのある方の

冬期移動に関する実態調査、この結果についてお

答えをいたします。 

 昨年７月に市内に居住いたします下肢、体幹、

視覚等に障がいのある方約3,500人と、福祉用具

事業者などの約400社を対象に実態調査を実施し

まして、約1,600人、200社から回答があったとこ

ろでございます。 

 主な調査結果といたしましては、障がい当事者

の約６割の方から、冬期間の外出頻度が夏の期間

に比べて減るという回答をいただいておりまし

て、やはり積雪や路面の凍結などで外出を控えて

いるということが伺えたところでございます。 

 また、既に製品化されております車椅子用のス

タッドレスタイヤやつえ用のアイスピックなどに

ついて、約４割の方が補助制度があれば購入を検

討したいと回答しておりまして、一定のニーズが

あることが分かったところでございます。 
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●好井七海委員  調査結果の概要については理

解できましたが、やはり車椅子を利用する方々の

中で、冬期間の外出を控えている方々が一定数い

るとのことであり、これらの方々が外出しやすく

なるような取組が必要だと感じました。 

 ２点目は、冬期用の移動支援ツールを体験でき

る機会についてです。先ほど、車椅子用のスタッ

ドレスタイヤやつえ用のアイスピックなどについ

て一定のニーズがあるとのご答弁がありました

が、実際に移動支援ツールを体験する機会があれ

ば、車椅子を利用する方々などがその有効性を確

認、認識できると考えます。 

 昨年度の予算特別委員会において、移動支援

ツールを体験できる機会を設けるよう求めたとこ

ろ、今後、具体的な事業内容を検討していくとの

ご答弁がありました。 

 そこで質問ですが、冬期用の移動支援ツールを

体験できる機会を設置したのかお伺いいたしま

す。 

●成澤障がい保健福祉部長  冬期用の移動支援

ツールを体験できる機会、これについてお答えを

いたします。 

 冬期用の移動支援ツールの有効性を認識いただ

くため、昨年10月から札幌市社会福祉総合セン

ターの４階に福祉用具展示ホール、こちらのほう

に車椅子用のスタッドレスタイヤやつえ用のアイ

スピックなどを展示いたしまして、まずは現物を

確認できる機会を設けたところであります。 

 今後は、実際に冬道で利用いただくなど、様々

なイベントなどの活用を通じまして、冬期用の移

動支援ツールの体験機会、これを設けてまいりた

いと考えております。 

●好井七海委員  こういった移動支援ツールの

機会を設けるということは非常に大事なことだと

思いますし、また車椅子を利用する方々にとって

有効な取組だと思います。できるだけ多くのイベ

ントを通して、市民の方々に体験できる機会を提

供していただきたいと思っております。 

 ３点目は、来年度の取組についてです。 

 既に製品化されている移動支援ツールについて

の実態調査の結果、補助の制度があれば購入を検

討したいとの回答した方が４割程度とのご答弁が

ありましたが、そのような結果が出ているのであ

れば、何らかの補助する仕組みを検討すべきでは

ないでしょうか。 

 また、既に製品化されている移動支援ツールの

種類は少ないことから、障がいの特性やニーズに

適した移動支援ツールを新たに開発することがで

きれば、さらなる冬期間の外出促進につながるの

ではないでしょうか。 

 いずれにしても、札幌市は今回の調査結果を受

け、何らかの取組を行うべきと考えます。 

 そこで質問ですが、障がい者冬期移動円滑化推

進事業の来年度の取組についてお伺いいたしま

す。 

●成澤障がい保健福祉部長  来年度の取組につ

いてお答えをいたします。 

 実態調査の結果から、冬期用の移動支援ツール

が普及することにより、車椅子を有する方などの

冬期間の外出促進が期待できると考えているとこ

ろであります。このことから、冬期用の移動支援

ツールについて、補装具として位置づけ給付する

ことが可能かどうか、現在検討を進めているとこ

ろであります。 

 また、委員ご指摘のとおり、既に製品化されて

おります移動支援ツールの種類、これが限られて

おりますことから、障がい特性やニーズを把握し

た上で、大学等の研究機関と連携をしまして、冬

期用の移動支援ツールの開発に取り組みたいと考

えているところでございます。 

●好井七海委員  補装具として冬期用の移動支

援ツールを給付する、そして新たな支援ツールを

開発していくことは、どちらも車椅子を利用する

方々などの冬期間の外出促進が期待できる取組で

あり、ぜひ実現してほしいと願っております。 

 最後に要望ですが、昨年度の予算特別委員会で

もお伝えしましたが、車椅子を利用する方々など

は、今、この時点でも雪道の移動に苦労している
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状況にあります。その点を意識して、それらの

方々への支援を１日でも早く開始していただくこ

とを強く求めまして、私の全ての質問を終わりま

す。 

●長屋いずみ委員  私からは重度障がいのある

人の施設入所に関連して３点、質問をいたしま

す。 

 本市の各障がい者手帳所持者の総数は、2022年

度末時点で13万5,000人、人口の７％で、19年度

から約3,000人増加しております。増加分の約

3,000人のうち、療養手帳所持者が2,000人です。

そしてその１割、200人が重度障がい者です。重

度の方の増加率が少し高くなっておりました。 

 札幌市の障がい者数は増えていますが、国は住

み慣れた地域で住み続けることを方針に、入所施

設からの地域移行を進めております。 

 こうした中、重度障がい者がグループホームへ

の入居を断られるなどの問題が全国各地で起きて

いることから、我が党は北海道議会議員団ととも

に、昨年９月に厚労省に対して、実態を掴んで抜

本的な対策強化することを進めていただくよう、

求めてきました。 

 そして、厚労省は12月に実態調査を行っており

ます。そこで、本市の状況の確認と課題を明らか

にしたいと思います。 

 質問ですが、本市の障がい者入所施設の定員数

と利用者数及び入居待機者数を伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  市内の障がい者の

入所施設の定員と利用者数、そして、その待機者

数についてお答えをいたします。 

 昨年３月末の時点で、市内の障がい者入所施設

の定員数でございますが、28施設で合計1,326

人、入所者は1,185人となっておりまして、定員

に対しまして９割近く埋まっている状況となって

おります。 

 また、待機者数につきましては、昨年11月に国

から照会がありまして、527名と回答をしており

ます。この待機者527名のうち、札幌市内に居住

している方は417名で、そのほかは市外居住者な

どとなっているところです。 

●長屋いずみ委員  本市の障がい者入所施設全

体の定員数や、入所者、待機者数をご答弁いただ

きました。待機者が500人を超えていますので、

希望しても入所できない状況と言えます。 

 また、市外からの希望者数が約100人、これを

含めた人数ということでした。現在、住んでいる

地域には施設がなく、ほかの地域、札幌の施設に

頼らざるを得ない、こういった状況でもあるので

はないかと懸念をします。 

 さらに本市において、重度の障がい者数は

6,000人を超えていますので、重度、最重度の知

的障がいの方の多くは家族がケアをしている現状

と推測されます。 

 そこで、家族の急病や急用時など緊急で入所等

の必要が生じた場合、どのような対応になるのか

伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  緊急入所の必要性

が生じたときの対応について、お答えをいたしま

す。 

 まず、障がいのある方が地域生活を送る中で緊

急入所、この必要性が生じた場合は、短期入所事

業所で受け入れることとしております。令和３年

に夜間休日の緊急受入窓口というものを設置して

おりまして、今年１月までの約３年間で218件の

緊急入所調整、17件の訪問見守りを行っていると

ころでございます。 

●長屋いずみ委員  重ねて重度、最重度障がい

者のグループホームなど、地域での受入れの拡大

はあるのかを伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  重度障がい者のグ

ループホームの地域での拡大、これについてお答

えをいたします。 

 重度の障がいがある方の地域での受入れ拡大

は、グループホームを中心に行っておりまして、

毎年度１施設、国庫補助を活用しまして、このグ

ループホームの新築整備を補助しているというこ

とを行っておりまして、札幌市におきましてはこ

の補助に当たりまして、重症心身障がい者の方、
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強度行動障がい児者の方、医療的ケア児者の方、

そういった障がいの重たい方の受入れを、補助の

要件としております。 

 加えまして、緊急時の受入れも要件としており

まして、重度の障がいのある方の受入促進を図っ

ているところでございます。 

●長屋いずみ委員  緊急時は何とか地域で受け

入れてもらっている。それとグループホームは毎

年１施設をつくっているということでした。 

 グループホームは障がい者が３、４人、職員な

どから生活や健康管理面でサポートを受けながら

共同する住宅です。知的障がいに加えて、先ほど

部長も答弁されておりましたけれども、強度行動

障がいなどがあると、自分や他人を傷つけるこ

と、物を壊してしまうことも高い頻度で起こりま

す。一度パニックが起こると１分で落ち着く場合

もありますけれども、１時間以上続く、こういっ

たことも多く、また成人ですので落ち着くまでは

複数人での支援も必要であり、職員への負担も大

きいので、少人数しかないグループホームなどで

は、緊急の対応はなかなか難しい状況だと思いま

す。 

 しかし、家族のみでのケアも限界はあると思い

ます。特にシングル世帯や年老いた両親のみとの

世帯は、家族の負担も大きくなり、施設入所を考

えることも多いのではないかと推察いたします。 

 それぞれに合った自立を考えていくためには、

まず実態や要望の把握が必要だと思います。 

 そこで、最後の質問になります。当事者や関係

団体からも意見や要望をお聞きしていると思いま

すが、重度障がい者家族の施設ニーズ調査は実施

されているのかを伺います。 

●成澤障がい保健福祉部長  施設入所について

の当事者や関係団体からの意見だとかニーズ調査

があるかどうかについて、お答えをいたします。 

 当事者やご家族への施設入所についてのニーズ

調査は実施をしておりませんが、当事者や関係団

体からは、重度の障がいのある方が利用できるグ

ループホームや短期入所事業所の拡充、こういっ

た意見は出されているところであります。 

 現在、国におきましては、施設から地域への移

行を進めるために、現在入所施設の在り方や地域

生活の支援施策、これについて並行して検討を進

めているところであります。 

 札幌市におきましても、こうした国の動きを注

視しまして、当事者や関係団体のほうに耳を傾け

て、重度の障がいのある方を受け入れるグループ

ホームや生活介護事業所の新設、国庫を活用でき

るように後押しするとともに、地域生活ができる

環境整備を着実に進めていきたいと考えておりま

す。 

●長屋いずみ委員  団体からも要望が出されて

いるということでした。 

 我が党がさっき冒頭で述べました厚労省への要

請を行った翌日、武見元厚労大臣は記者会見で、

施設入所ができない現状は望ましくない、望まし

いことではないと述べておりました。 

 そして、厚労省から実態調査で行ったアンケー

ト、障がい者が地域生活を送る上で課題と感じて

いること、この問いに本市は地域生活を支援する

ための地域資材が不足している、専門的な支援が

できる人材が不足している、こういったことを記

載されておりました。 

 まず、家族が介護できなくなり、取りあえず

ショートステイに入って、ショートステイの場を

転々とつなぐ状態になってしまうことや、シング

ルや高齢でケアが困難となり、孤立した生活を

送っていないかなど実態調査と合わせて、施設入

所についてのニーズを把握していただくこと、そ

の際、当事者、家族からの声を丁寧に聞いていた

だくことと併せて、必要な体制整備をする上でも

本市の障がい者入所施設の定員数と利用者数、待

機者数などについても、ぜひ内訳、詳細を分析し

ていただくことを求めたいと思います。 

 それから本日、障がい者の雇用に関わる本市の

事業見直し、この報道がありました。障がいのあ

る、なしにかかわらず、どんな人もその人らしく

生きていく共生社会を実現させるために、理念的
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な条例も提案されているわけですから、障がいの

ある人、一人一人がその人らしく生きていくため

の本市の施策は、充実させることが求められてい

るということを申し述べて、私の質問を終わりま

す。 

●水上美華委員  私からは、医療的ケア児レス

パイト事業について、質問させていただきます。 

 痰の吸引など医療的なケアが必要な子ども、い

わゆる医療的ケア児とその家族の支援としては、

訪問介護が多く、広く利用されております。しか

し、医療保険の訪問介護は原則として週に３回、

１回当たり90分までであり、主に自宅での支援と

されております。 

 これについて、当事者の家族の方からは、時間

の制限や自宅での支援に限られているため、支援

の拡充を求める声が上がっておりました。 

 これを受けて私ども会派は、昨年の第１回定例

議会の予算特別委員会で、医療的ケア児とその家

族の支援の充実について質疑を行ったところであ

ります。 

 本市では、昨年10月から医療的ケア児レスパイ

ト事業が始まり、医療保険の訪問介護制度では対

応できない長時間のケアや、自宅以外の外出先で

の支援も対象として、年に24時間まで支援を受け

られるようになりました。昨年は10月からという

ことでありまして、今年度は12時間までというこ

とになっております。 

 この事業を利用した医療的ケア児の保護者から

は、介護による寝不足が続いていたけれども、十

分な睡眠が取れた。または、ほかの兄弟の行事に

心おきなく参加できて大満足だったというふう

に、希望した目的を達成できた喜びの声を聞いて

おります。 

 まずは予定どおり事業を立ち上げ、実際に支援

につながっていることは会派として評価している

ところであり、多くの方にこの事業を利用してい

ただきながら、よりよい事業に育てていっていた

だきたいと考えております。 

 そこで質問ですが、医療的ケア児レスパイト事

業のこれまでの利用状況と今後の事業の方向性に

ついて、お伺いいたします。 

●成澤障がい保健福祉部長  医療的ケア児レス

パイト事業のこれまでの利用状況と今後の事業の

方向性について、お答えをいたします。 

 昨年10月に事業を開始いたしまして、これまで

に70人が利用登録を行っております。この70人が

今年の１月までの４か月間、19人が延べ92時間利

用をしてございます。 

 利用内容としましては、保護者の私用や休息が

約６割、兄弟の行事への参加などが約２割となっ

ておりまして、利用場所としましては自宅が８

割、外出先が２割となっております。医療的ケア

児とそのご家族の希望に合わせて、利用をいただ

いているものと考えております。 

 次に、今後の事業の方向性についてですが、日

常的に医療的ケア児を支えているご家族が急な用

事への対応や気兼ねなく利用ができるように、現

在の24時間から、既に同様の事業を実施する他都

市と同程度の年間48時間に令和７年度から拡充を

する予定となってございます。 

 また、本事業の実施開始に向けた情報収集を行

う中で、周辺市町村でも医療的ケア児のご家族の

レスパイトニーズがあるということを把握しまし

たことから、札幌市が持つ福祉的資源やネット

ワークを生かしまして、令和７年度からさっぽろ

連携中枢都市圏、この事業として位置づけ、事業

を展開していく予定となっております。 

●水上美華委員  来年度からこの給付時間を48

時間に拡充するということでございました。年24

時間しかなければ、保護者の病気など突発的な状

況に備えるために残しておきたいという気持ちに

なり、レスパイトの充実につながらないのではと

危惧していたため、48時間に拡充することに対し

て評価をしていきたいと思います。 

 また来年度から、本事業をさっぽろ連携中枢都

市圏の事業として位置づける予定だという答弁で

ございました。本市の周辺では、医療や福祉に係

る社会資源が少ない市町村もあり、医療的ケア児
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を育てる保護者の負担軽減の観点から、より広く

事業を展開することは望ましいと考えます。 

 そこで質問ですが、さっぽろ連携中枢都市圏へ

事業を展開するに当たり、どのような運用となる

のか具体的にお伺いいたします。 

●成澤障がい保健福祉部長  さっぽろ連携中枢

都市圏への事業を展開する際の運用、これについ

てお答えをいたします。 

 年度末あるいは４月１日に、札幌市と連携中枢

都市圏の各市町村が事業実施に関する協定書、こ

れを締結した後、利用を希望する住民が訪問看護

事業所を通じてオンラインで利用申請を行うこと

で、札幌市民と同様にこの事業を利用できる、そ

のような運用を予定してございます。 

 また各市町村に対しましては、それぞれの住民

の訪問看護に要した費用として、１時間当たり

7,500円、これに加えまして、本事業の利用や相

談等に対応するために設置しているサポートセン

ターの運営経費として、利用者１人当たり年間２

万円を負担してもらいまして、運用をしていく予

定となってございます。 

●水上美華委員  さっぽろ連携中枢都市圏の枠

組みを活用することで、各市町村がそれぞれに同

様の事業を実施するよりも効率的に支援できる手

法になっているのかなと。とても効果的な広域連

携の在り方であるというふうに感じました。ぜひ

１市町村でも多く巻き込んでいけるように進めて

いただきたいと思います。 

 最後に、利用促進に向けた事業の周知について

伺います。これまでに、先ほどの答弁ですと70人

が本事業の利用者登録を行っているというところ

でありましたが、本市の医療的ケア児が350人程

度と試算されていることを踏まえると、まだ利用

登録を行っていない保護者が多くいる状況であり

ます。 

 ただ、昨年の10月からスタートしていますの

で、まだ５か月程度だというところももちろん理

解しております。 

 ただ実際に私どもの会派でも、この医療的ケア

児の保護者の皆様から本事業について知らなかっ

たという声や、どのように使えばいいのか分から

ないという声を複数聞いているところでありま

す。 

 日々の子どものケアに向き合っている保護者に

とっては、どのような支援があるかを調べる時間

を確保するのも簡単ではありません。医療的ケア

児の保護者が孤立しないよう、医療的ケア児レス

パイト事業という支援があるということをしっか

りと伝え、利用につながるための取組が不可欠で

あります。 

 そこで質問ですが、本市では本事業についてこ

れまでどのように周知をしてきたのか、また利用

促進に向けて、これからどのように周知しようと

考えているのか、お伺いいたします。 

●成澤障がい保健福祉部長  利用促進に向けた

事業の周知、これについてお答えをいたします。 

 まず、事業の開始に当たりましては、ホーム

ページや広報さっぽろに掲載するとともに、周知

用の案内チラシ、これを作成しまして、区の保健

センターや市内の訪問看護事業所、あと医療的ケ

ア児の保護者の会などを通じまして、周知をした

ところです。 

 今後につきましては、より多くの方に本事業を

知っていただいて利用いただけるように、各市町

村とも協力をしながら、病院など医療的ケア児と

つながる機会が多い場所、こういったところで周

知を行っていこうかと考えております。 

 また、内容につきまして具体的な利用イメージ

が湧くように、実際の利用事例あるいは声だと

か、そういったものを紹介することで事業を利用

したいだとか、そういったところにつながればと

いうことで、効果的な周知方法を検討してまいり

たいと考えております。 

●水上美華委員  これまでの周知方法と、また

今後病院等々を含めても周知をされていくという

ことでございました。 

 350人程度といいますと、そこまで決して多い

対象者数ではないのかなと思います。ぜひ効果的
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に周知できる対策をいろいろ考えていただきたい

と思います。 

 最後に要望となりますけれども、先ほど登録者

が70人で、１月までの利用者はこの４か月間の中

で19人ということでございました。19人と聞きま

すと、最初私もちょっと少ないのかなというふう

に感じたのですが、ただ登録をしていて利用して

いない方、保護者の方にお話を聞きますと、もっ

たいなくて使えないと、何か本当に困ったときの

ためにこれを取っておきたいということでござい

ました。まだ使っていない方々も、やはり通常の

訪問介護より長い時間が使える。さらには自宅以

外の場所でも利用できるので、本市のこのレスパ

イト事業についてありがたいと、とても頼りにし

ているというような声を伺っております。ぜひ利

用されていない方も多いですけれども、本市がこ

の事業を始めたことで、保護者の方々にとって

は、やはり精神的な不安を一つ軽くしている事業

だと思いますので、ぜひこれをよりよい事業にし

ていくように、今後皆様からニーズやまた課題な

ども伺いながら、運用面等々を含めて見直しを繰

り返しながら利用者が増えるような、そういう事

業に育てていただくことを求めまして、私の質問

を終わります。 

●丸山秀樹委員  私からは、子ども発達支援総

合センターの入所施設について、質問をさせてい

ただきたいと思います。 

 最初に、施設に入所している児童への支援の在

り方について、お伺いをさせていただきたいとい

うふうに思います。 

 子ども発達支援総合センターは、お子さんの身

体や心の発達、情緒面や行動面の問題に対して、

医療と福祉の一元的な支援を目指して平成27年４

月に開設をされまして、今年で10年目を迎えまし

た。 

 医療部門と福祉部門を有する複合施設ですが、

福祉部門の入所施設として児童心理治療施設ここ

らぽと、福祉型障がい児入所施設さぽこがあり、

それぞれ市立札幌病院精神科の分院であった静療

院の小児病棟と自閉症児施設が再整備をされたも

のでございます。 

 少し当時を振り返りますと、小児病棟には急性

期の精神症状に対する保護観察室や、集団生活に

馴染めない子どもたちの個室が不足しているとい

う問題がございました。この問題を解決するため

に、市立札幌病院本院の精神医療センターが急性

期の子どもを受入れ、生活支援が必要な子どもに

ついては小児病棟を福祉施設化することで、一定

の改善を図ってきたという歴史がございます。 

 また自閉症施設では、強度の行動障がいがある

ために地域で生活する場がない子どもが多く、18

歳を超えても入所し続ける状況がございました。

これに対して東雁来に成人施設が設置され、地域

での受入れが進むことで、本来入所対象とすべき

子どもを受け入れることができるようになったと

ころであります。 

 我が会派では先日、このここらぽとさぽこの両

施設を視察させていただきましたが、日常生活で

生きづらさを感じ、行動上の問題を抱える子ども

たちを支援する施設であると、改めて認識をさせ

ていただいたところでございます。 

 そこで質問ですが、子どもへの支援に当たり大

切にされていること、つまり施設での支援の在り

方についてどのように考えているのかを、お伺い

いたします。 

●中西管理担当部長  施設での支援の在り方に

ついてお答えいたします。 

 入所となる子どもの多くは、障がい特性や虐待

を受けてきた経験などから、対人関係が苦手で人

とのコミュニケーションを取ることが難しい状態

にあります。 

 このような子どもたちは、例えば、怒られ続け

たり、いじめられたりする経験などから自己肯定

感が低く、自信を失っていたり、周囲に対する不

信感を抱えているケースが多く見られます。その

ため、まずは人と関わる安心感を持ってもらうこ

とを目指した上で、人と関わる楽しさや人から褒

められる体験を積み重ね、少しずつ信頼関係を築
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いていけるよう、時間をかけて粘り強く寄り添っ

た支援を行うことが重要と認識しております。 

●丸山秀樹委員  本当に入所されている子ども

たち、障がい特性、そして虐待経験、本当に困難

を抱えている方がいらっしゃいまして、やはり安

心してできるこの関係性、そしてまた信頼関係を

構築すること、これも本当に大変なご苦労がある

施設だなということも実感をしたところでもござ

います。この一人一人に寄り添った丁寧な支援が

重要であるということを私たちも改めて認識をし

たところでありますが、施設で伺った中では24時

間365日生活を共にし、支援する施設であるとい

うことから、日々様々な苦労があるということも

お聞きをしてまいりました。 

 例えば、子どもが２階の部屋から窓を壊して飛

び降りて無断外出を繰り返したり、里親からの暴

力、ネグレクトなどの虐待経験、こうしたことか

ら自分の要求が受け入れられないことを理由に、

子どもが暴力を振るって職員が負傷するといった

こともあったということも伺っております。 

 トラブルを起こしそうな子どもも周りの子ども

たち、職員、それぞれの安全、安心の確保をしな

がら、子ども一人一人に寄り添っていくことは本

当に大変だと思いますが、子どもたちが生活をし

ながら支援を受ける施設としては、子どもたちが

落ち着いて過ごせる場所、安心できる場所、より

どころとなる場所であるという必要がございま

す。 

 そこで質問ですが、子どもたちが安心して生活

し支援が受けられるよう、どのような取組をなさ

れているのかお伺いをいたします。 

●中西管理担当部長  子どもが安心して支援を

受けるための取組について、お答えいたします。 

 子どもたちが安心して生活するためには、関わ

る大人が子どもたちの背景や現状を理解した上で

一貫した対応をすることが重要であります。この

ことから、一人一人の子どもたちについて毎日の

職員ミーティングに加え、主治医や学校との定期

的なカンファレンス等により、情報の共有と支援

方針の検討を継続的に実施しております。 

 また、子どもたちの安全のため、早朝の高等支

援学校への登校の付き添いから、日中の病院受診

や下校の付き添い、心理的に不安定になりやす

く、子どもたちの関係にも目を配る必要がある夕

食前後から就寝までの時間帯などを、きめ細やか

に職員を配置しております。 

 さらに、心理治療施設であるここらぽでは、安

心して過ごしてもらうために、昨年７月に施設を

改修し、個室を増やす等の環境整備を行ったとこ

ろです。 

●丸山秀樹委員  まさに登校時の付き添いもさ

れていますし、また時間帯によってはやはり子ど

もたちが不安定になるこの時間、こういうところ

もしっかり察知をしていただいて、職員をそのと

きには一定程度を増やすような、そうした時間的

な配慮、こうしたことも実はやっている施設だと

いうお話もございました。 

 また昨年の７月には、環境面ということで個室

の対応、環境整備もされたということでございま

す。 

 最後に三つ目の質問ですが、関係機関との連携

とそうした状況の課題についても少しお伺いをさ

せていただきたいというふうに思います。 

 近年、児童虐待件数というのは非常に増加をし

ておりまして、不登校の子どもの数も過去最多の

人数を更新し続けているという状況でございま

す。様々な要因が重なることで、家族や親子の問

題も複雑化しており、入所施設での支援を必要と

している子どもや家庭が増加しているというふう

に考えます。 

 来年度、市内２か所目となります東部児童相談

所、これが開設となります。これまで潜在化して

いたニーズが掘り起こされて、児童相談所等の機

関から緊急の受入要請が増えるということが想定

されると思います。 

 こういった社会的な課題に向き合っている施設

の重要性は、一層高まるものと考えます。また、

子どもたちが守られ、安全、安心に生活するため
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には、支援に関わる機関との連携をしていくこと

も大変重要でございます。 

 そこで質問ですが、関係機関との連携の状況と

課題についてどのように考えているのかを、お伺

いいたします。 

●中西管理担当部長  関係機関との連携の状況

と課題について、お答えいたします。 

 ここらぽ、さぽこでは、困難を抱える子どもを

受け入れて支援し、社会適応力や自立する力を育

むことを目指しており、入退所の措置を行う児童

相談所をはじめとする様々な関係機関との連携が

重要です。 

 児童相談所とは、定期的な協議の場や子どもと

の面談機会などを通じて、情報共有を密に図り、

支援しております。また、共同で職員研修を実施

するなど、職員の専門性向上にも努めておりま

す。 

 しかしながら、児童相談所からの緊急の一時保

護委託等の要請に対しては、先ほどご答弁を申し

上げたとおり、職員が入所している子どもたちと

の関係構築に時間がかかることに加えて、子ども

たち同士の関係性に配慮が必要なケースも多く、

速やかに応じられないことは課題として認識して

おります。 

 今後とも１人でも多くの支援を必要とする子ど

もを受入れ、健やかに成長できるよう、安全、安

心な生活環境を提供するために関係機関とも連携

しながら取り組んでまいります。 

●丸山秀樹委員  ただいまの答弁でも、現段階

でも既に一時保護委託要請にすぐ対応できないと

いった状況があるというお話もございました。 

 子どもや家族は、その時々の状況に応じまし

て、最も適切な場所で支援を受けられるべきであ

り、支援する際には、何よりも子どもの視点を第

一に考えてほしいと願っているところでありま

す。 

 子どもにとって安全、安心が感じられる居場所

が必要でございます。全国の類似施設において

も、子どもたちが抱えているという問題は大変複

雑化しており、支援する施設の人員体制は、国の

基準以上に配置してもなお厳しいという声が聞か

れているところでもあります。これが実態です。 

 両施設とも、現在定員には満たしていないとい

うふうに伺っておりますが、このここらぽ、そし

てさぽこに入所するお子さんは男の子も女の子も

おりますことから、当然当直する職員というのは

当然男女複数で対応に当たる必要もありますし、

限られた体制維持に苦慮しているという現実があ

るように思われます。職員配置が不十分であれ

ば、受入要請があっても対応には困難でありま

す。 

 ついては、支援を必要としている子どもがいる

ときは速やかに受け入れることができるような、

もう少し余裕を持った人材の配置をすべきと考え

ます。 

 また、十分な支援ができるよう専門職の人材を

確保して、適切な人員体制を整えるとともに、専

門的な支援が行われるように、引き続き人材育成

にも取り組んでいただくことを要望して、私の質

問を終わります。 

●脇元繁之委員  大地さっぽろ、脇元でござい

ます。私からは、福祉除雪についてお尋ねしたい

と思います。 

 札幌は雪解けが進んできたとはいえ、昨日も今

日も雪が降って、私、朝、街頭演説をやっている

のですが、昨日も今日も雪まみれでありました。

マイクを握りながら、今年の春はまだまだ遠いの

かなと思ったところであります。 

 そんな中で、毎年12月から翌年３月までの約４

か月にわたって実施されている福祉除雪につい

て、何点かお尋ねしたいと思います。 

 本年令和７年度の予算では、福祉除雪費は１億

2,700万、利用世帯数が6,111世帯ということに

なっておりまして、非常にここ雪国、札幌の非常

に大きな事業にもなっている大切な事業かなと、

そんなふうに思うのですが、この福祉除雪、高齢

者や障がいのある方の外出支援策として、道路に

面した出入口部分と玄関先までの敷地内通路部分
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に降り積もった雪を、地域協力員が除雪を行う事

業として、３年間の試行実施を経て、平成15年度

から本格実施に移行したと伺っております。 

 以来、利用世帯数が徐々に増えている中で、こ

の事業を支える地域の協力員の数も年々増えてい

るとは聞いているものの、ボランティアに基づく

事業の中で地域協力員の負荷が高まっている。言

い換えますと負担が増しているのではないか、そ

んなふうに思っているところであります。 

 ちなみに、協力員の作業内容を簡単にお話させ

ていただきますと、出入口の窓口は1.5メート

ル、敷地内をずっと除雪をしてもらって、この玄

関口はおおむね80センチ。こちらのほうを除雪を

してもらうということでありますが、基本的には

協力員、生活道路の新設除雪のための市の除雪の

入った日、この日のみ１回だけということになっ

ていますが、今日みたいに朝の雪が降って積もる

と、除雪が入っていなくてもやはり協力員の方、

地域の協力員なものですから、やはり除雪をする

ということもあるということで、非常に負荷がか

かっているんじゃないかな、そんなふうに思うわ

けであります。 

 そこでまず、地域協力員１人当たりの担当世帯

数について、制度開始当初と比較して、どのよう

な傾向にあるのかお伺いしたいと思います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  福祉除雪の地域

協力員の担当世帯数を事業開始当初と比較した場

合の傾向について、お答え申し上げます。 

 事業を本格実施しました平成15年度の利用世帯

数は3,510世帯、地域協力員数は2,445人でござい

まして、地域協力員１人当たりの平均担当世帯数

は1.44世帯でございました。 

 それに対しまして、直近でございます令和６年

12月末時点では、利用世帯数は5,675世帯、地域

協力員数は3,744人、地域協力員１人当たりの平

均担当世帯数につきましては、1.52世帯となって

ございます。 

 長期的に見ますと、利用世帯数の伸びが地域協

力員数の伸びを上回ってはおりますが、近年は広

報活動を強化しているということもございまし

て、地域協力員数も増加しており、平均担当世帯

数の伸びが抑えられているという状況になってお

ります。 

●脇元繁之委員  ありがとうございます。利用

世帯数の伸びもあるが協力員数も増加している

と、これは近年の広報活動の強化ということで平

均担当世帯数の伸びが抑えられているということ

であります。 

 どうして最初にこのような質問をしたかといい

ますと、これは南区のある単位町内会の話なので

すが、この冬、利用希望者が16世帯あって、それ

に対応する協力員の数が６人だったと。毎年秋に

区の社会福祉協議会から町内会長宛に依頼文書が

来て、それを受けて地域の高齢者や障がい者の情

報を持っている民生委員、児童委員がマッチング

の作業をしています。 

 どのように振り分けるかは、その利用希望世帯

と協力員の住所などを照らし合わせて決めていく

ことになるのですが、中には４世帯とかも除雪を

担当している協力員がいるとのことでした。ま

た、そのほか協力員の２人は３世帯ずつ担当して

いるということでありました。 

 この冬は１月まで極端な少ない雪でしたが、２

月に入って断続的に降雪に見舞われたため、４世

帯を担当していると通常であれば１時間ほどで作

業が終了するのに、降雪量が多いときは除雪車が

大量に雪を玄関先に置いていくものですから２時

間ほどかかるときもあるとのことでした。 

 このため自分の家の玄関前除雪も十分にできな

いままに、やはり現場に駆けつけなければならな

い場合もあるということであります。特に階段周

りの除雪は、時間がかかって苦労するとのことで

す。暖冬で氷の塊を割るような除雪作業でなかっ

たものの、協力員自体が比較的高齢であるため、

かなり負担であったとのことでした。 

 こうした事情を耳にすると、利用世帯数と協力

員のマッチングが必ずしもうまくいかず、特定の

協力員に負担がかかり過ぎているという面もある
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のではないかと思います。 

 そこで見解をお聞かせいただきたいと思いま

す。また、事業の実施主体である札幌市社会福祉

協議会では、毎年福祉除雪終了後に利用世帯や協

力員を対象にアンケート調査を行っているとのこ

とですが、実際にどのような意見なり要望が寄せ

られているのかを教えてください。 

●向瀬地域生活支援担当部長  福祉除雪の地域

協力員の方の負担とアンケート調査の結果につい

て、お答えいたします。 

 まず、地域協力員の方の負担でございますけれ

ども、担当世帯数につきましては地域協力員の方

の希望を踏まえて依頼をさせていただいておりま

して、令和５年度におきましては地域協力員の方

の７割強が２世帯以下を担当しているという状況

にございました。 

 ただその一方で、一部の協力員、地域協力の方

におかれましては、やはり希望より多くの方を担

当しているという状態で負担が大きくなっている

場合もあるということは聞いております。 

 次に、令和５年度の事業実施後に行ったアン

ケート調査でございますが、やはり担当世帯数や

除雪の範囲が増加をすると地域協力員の方の負担

感も増す傾向が見られたところでございます。 

 利用、またはその協力に対する感想ということ

で、利用世帯、地域協力員共に約９割の方がよ

かった、またはまあまあよかったということで、

満足度の高い回答を得ているところでございま

す。 

●脇元繁之委員  ありがとうございます。福祉

除雪の利用世帯や地域協力員に対するアンケート

調査結果では、ほぼ満足しているという回答が多

かったようですが、やはりその担当世帯数の多さ

などによって除雪の範囲が増加すると、協力員の

負担感も増す傾向にあると。そこが要望というか

不満というか、そういうものであったということ

であります。 

 現在の地域での協力員のマッチングを見ている

と高齢の協力員が多く見られますので、今後に向

けてはその負担感を少しでも和らげるため、現役

世代の協力員を増やしていくことが大切だと、そ

のように考えます。 

 実は私の長男坊も、学生時代にこの福祉除雪に

志願させていただきまして、福祉除雪を１件を担

当したのですが、非常に長い階段のある家で、若

いとはいえ、雪の状況で疲れて顎を出して帰って

くるということもありました。それは特異なケー

スであるとしても、この福祉除雪の制度を今後も

維持していく上では、やはり若い人の協力もぜひ

必要だと思うわけであります。 

 そこでお聞きします。協力員を確保するため

に、とりわけ現役世代に協力員の仕事を担っても

らうために、市としてはどんな対策を講じている

のか、お伺いします。 

●向瀬地域生活支援担当部長  現役世代の方を

福祉除雪の地域協力員として確保するための対策

について、お答えをいたします。 

 この福祉除雪の事業を持続可能なものとしてい

くためには、やはり現役世代の地域協力員の確保

は重要な課題であると認識をしてございます。そ

こで令和５年度におきましては、市内の中学生と

その家族に参加していただけるよう、地域協力員

募集のチラシを配布したほか、市内の各大学に地

域協力員募集のポスターを掲示するなど広報活動

を強化をした結果、60代以下の地域協力員の割合

は令和４年度の28％から33％へと５ポイント上昇

したところでございます。 

 さらに令和６年度におきましては、市内の高校

生、小学生とその家族に向けたチラシの配布であ

るとか、ＳＮＳを活用した呼びかけ等にも取組を

広げておりまして、さらなる現役生の確保に取り

組んでいるところでございます。 

●脇元繁之委員  ありがとうございます。若い

地域協力員を発掘していくために様々な取組、こ

ちらのほうを展開しているということで承知をい

たしました。中学生とか高校生、大学生ともなり

ますと勉強が第一ですから、なかなか福祉除雪に

従事しづらいという側面があることは重々承知し
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ておりますが、例えば、高校受験の内申書や自己

推薦では社会貢献活動が高く評価されることもあ

りますので、そういったメリットも添えながら、

さらなる広報活動に努めていただきたいと、これ

は要望をさせていただきたいと思います。 

 そこで最後の質問となりますが、札幌で福祉除

雪が本格実施してから20年が経過するということ

で、今後の福祉除雪の在り方について、社会福祉

審議会の地域福祉活動専門分科会において意見を

求めていると伺いました。まだ、分科会での議論

の最中ということですが、これまでにどのような

意見が出されているのか、差し支えない範囲で教

えていただければと思います。 

●向瀬地域生活支援担当部長  地域福祉活動専

門分科会における意見についてということで、お

答えいたします。 

 昨年の３月に第１回目の社会福祉審議会、地域

福祉活動専門分科会を開催して以降、これまでに

計４回開催いたしまして、今年度内の意見の取り

まとめを予定しているところでございます。 

 この分科会におきましては、福祉除雪事業の持

続可能性の観点から議論を行っておりまして、例

えば、利用の必要性をしっかりと判断するため

に、利用の要件に要介護度を利用してはどうかで

あるとか、地域協力員を確保するためには、満足

度を高めるための取組や、長く続けていただける

ような負担軽減策を検討すべきではないかといっ

た様々なご意見やご助言をいただいているところ

でございます。 

 今後は、この分科会でいただいたご意見等を踏

まえながら、福祉除雪が持続可能な事業となるよ

う、札幌市社会福祉協議会とともに検討を進めて

まいりたいと考えてございます。 

●脇元繁之委員  ありがとうございます。様々

な意見、また助言をいただいているようなので、

ここでしっかり今後に生かしていただきたいな

と、そんなふうに思います。 

 地域の皆さん方からとても感謝されているこの

福祉除雪であります。実はこの福祉除雪、やはり

地域でいろんなコミュニケーションの場にもなっ

ているというところもあって、本当に重要な事業

だと、そんなふうに考えるわけであります。 

 また核家族化が進み、高齢者世帯が増えており

ますので、そう考えると、この事業は本当に続け

ていかなければならない事業だなと、そんなふう

に思います。 

 分科会でのご意見もありますように、協力員の

負担軽減ということも十分念頭に置きながら、持

続可能な制度としていただくよう要望して、私の

質問を終わります。 

●かんの太一委員長  以上で、第１項 社会福

祉費等の質疑を終了いたします。 

 以上で、本日の質疑を終了いたします。 

 次回の委員会ですが、３月11日火曜日午前10時

から、保健福祉局関係のうち、高齢保健福祉部、

保険医療部、ウェルネス推進部、保健所及び衛生

研究所の質疑を行いますので、定刻までにご参集

ください。 

 本日は、これをもちまして散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後４時20分 

 


